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1概要書
近年、国際会計基準（IFRS）の導入、すなわち、IFRS とのコンバージェンスや IFRS
とのアドプションにより、日本企業の財務報告は、大きく変わろうとしている。従来の日
本の会計基準に与える影響は大きい。このコンバージェンスにより、例えば収益認識や金
融商品、財務報告の表示など様々な既存の会計基準が影響を受けると想定される。とりわ
け、本論文の主題となるのれんもその１つであると考える。のれんとは、収益を生みだす
と期待される資産概念でありながら識別不能な資産であり、日本基準と米国基準、IFRS
とではのれんについての考え方や会計処理が、大きく異なる論点である。
本論文においてのれんとは、断り書きがないかぎり、企業結合の際に生じる買入のれん
を指す。買入のれんとは、通常の企業価値や事業価値に買収によるシナジー効果の期待分
を加味したうえで決定される対価とその企業や事業の識別可能な資産、負債との差額から
生じる項目である。
本論文は、のれんの償却と非償却を大きな論点として取り上げる。理由は、昨今の経済
情勢で企業買収が企業の重要な投資戦略になっていること、そして、その買収が、国を超
えた海外においても重要な投資戦略であることが挙げられる。すなわち、日本の大企業の
みならず、多くの中小企業も海外の企業との提携や買収を通じ、海外市場に進出する状況
において、日本基準と米国基準、国際会計基準(IFRS)との会計処理の違いが顕著なのれん
を取り上げることには少なからず意義があると思われる。
本論文の構成は 4 つの章で構成されている。まず第 1 章では、日本基準、米国基準、IFRS
ののれんの具体的な会計処理について論じる。のれんの会計処理を論ずる上で、まず現行
の会計処理がどのようになっているかを整理することが重要であると考えたためである。
具体的には、各国におけるのれんの認識や事後測定について論じている。
続いて、第 2 章では、のれんを現時点よりも過去から検討する。すなわち第 1 節では、
山内[2010]を参考に、のれんを無形財的のれん観、超過収益的のれん観、残余的のれん観、
シナジー的のれん観の 4 つの会計観に分類し、その歴史的変遷を追った。ここから明らか
になったのは、のれんは様々な性質を持つということである。
第 2 節では、のれんの当初認識、つまり資産性について論じている。これは、各国の概
念フレームワークにおける資産の定義から、のれんが資産性を有する資産項目であること、
あるいは、買入のれんとは異なり、貸借対照表に計上されない自己創設のれんについても
触れている。第 3 節では、本論文の主題であるのれんの償却・非償却について触れている。
2ここでは、減価償却の意義や自己創設のれんが計上されるなど、のれんを償却するか償却
しないかの論拠について考察している。
第 2 章までは、のれんそのものについて考察してきた。そこで、第 3 章では、視点を変
えて財務報告の目的や利益の有用性という観点から、のれんを考察した。これは、のれん
の償却・非償却を論ずる上で、財務情報とは何か、投資家の意思決定のプロセス、その中
で利益がどのような働きをしているかを明らかにすることで、重要な役割を果たすと考え
たためである。
まず、第 3 章第 1 節第 1 項、第 2 項では、各国の概念フレームワークにおける財務報告
の目的や財務報告を構成する財務情報の質的特性について考察した。続いて、第 2 章で触
れた自己創設のれんについて、財務報告の目的では、どのような処理をされているかにつ
いて第 3 項で触れた。そして、第 4 項では、投資家の意思決定のプロセスについて論じて
いる。
第 2 節では、利益の有用性について論じた。これは第 1 節第 4 項の投資家の意思決定の
プロセスを説明した際に、利益が重要な役割を果たしていたことを明らかにしたためであ
る。利益の有用性については、斎藤[2010]を中心に、純利益や包括利益について論じ、期
待外の要素が混入する包括利益よりも、期待外の要素を極力少なくし、収益費用が対応す
る純利益が有用であることを論じた。純利益の有用性から、自己創設のれんの計上、つま
り資産や利益に期待の要素が含まれることが、財務報告の目的や財務報告の構成要素とい
う点で適切でないことを明らかにした。
第 3 節では、純利益を算定する一つの要素となる減価償却について検討した。梅原[2000]
を参考に、減価償却の目的が純利益算定のための期間配分であることを明らかにした。続
いて、有形資産や無形資産、あるいは土地を例にとった。そこで明らかになったのは、有
形資産や無形資産の減価償却には利用による投下資本の回収、そして利用することで物理
的減価や機能的減価という事実が存在することであった。逆に土地は、使っても減価はし
ない。
これまでの 3 章までの内容や減価償却という会計処理が成立する前提である減価という
事実についての合理的な根拠の有無が、有形資産や無形資産、そして土地の会計処理の違
いを生んでいるとし、これをのれんの償却・非償却にあてはめ、私の結論を明らかにした
のが、第 4 章であった。つまり、のれんは償却せず、毎期減損テストを行うというのが結
論である。第１の理由として、第 2 章でみたように、さまざまな性質が混在していること
3を根拠に、のれんには減価の事実があるものとそうでないものがあることを明らかにした。
第 2 の理由として、のれんには、有形資産や無形資産と同じように、耐用年数を定めて
毎期償却をする論拠に乏しいと考えた。さらに、純利益を算定するうえで、減価償却がも
たらす有用性についても、有形資産や無形資産のように、利用パターンや減価の有無が不
明なのれんにおいては、その有用性は担保される保証がないことを挙げた。
第 3 の理由として、自己創設のれんの算入について、自己創設のれんはのれんを償却す
るかしないかというよりも、企業結合時における価値評価の場面においてこそ、問題にな
るのであり、のれんを償却するかしないかが、自己創設のれんの計上という問題において
大きなインパクトを与えるとは想定しがたいということを結論づけた。
以上の 3 点から、のれんを償却せず、毎期減損テストを行う処理で会計処理すべきであ
ると結論付けたのが、本論文である。
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1序章 はじめに
近年、国際会計基準（IFRS）の導入、すなわち、IFRS とのコンバージェンスや IFRS
とのアドプションにより、日本企業の財務報告は、大きく変わろうとしている。従来の日
本の会計基準に与える影響は大きい。このコンバージェンスにより、例えば収益認識や金
融商品、財務報告の表示など様々な既存の会計基準が影響を受けると想定される。とりわ
け、本論文の主題となるのれんもその１つであると考える。のれんとは、収益を生みだす
と期待される資産概念でありながら識別不能な資産であり、日本基準と米国基準、IFRS
とではのれんについての考え方や会計処理が、大きく異なる論点である。
本論文においてのれんとは、断り書きがないかぎり、企業結合の際に生じる買入のれん
を指す。買入のれんとは、通常の企業価値や事業価値に買収によるシナジー効果の期待分
を加味したうえで決定される対価とその企業や事業の識別可能な資産、負債との差額から
生じる項目である。買入のれんの他に、のれんには、自己創設のれんという概念も存在す
る。たとえば、有形資産であれば、それを取得した価額が財務諸表に計上される。経営者
は、この有形資産を用いて企業活動を行う。
したがって、この有形資産には、取得価額以外に、将来の収益獲得に貢献するであろう
期待分を、のれんとして見積もっている。この期待分が、自己創設のれんである。しかし、
この期待分とは、経営者の見積もり、期待といった主観的な要素であるので、将来の収益
を生み出す資産としての要素を持ちながら、買入のれんとは異なり、財務諸表には計上さ
れていない。自己創設のれんは資産性を有するものの、財務諸表に計上することは現行で
は認められていない。この概念については第 2 章ののれんの資産性について論じる際に改
めて触れたい。
さて話を買入のれんに戻そう。財務諸表に計上される買入のれんの会計処理については、
認識、あるいは測定する会計処理という点で、日本基準と米国基準、IFRS で大きく異な
っている。これは、買入のれんについて、考え方の違いからくるものであると考える。グ
ローバル化が進み、国内外で、国の枠を超えた企業買収が盛んに行われる昨今の情勢に鑑
みれば、こののれんの概念を今一度整理し、財務報告において、のれんを研究することの
意義は決して小さくないと思われる。
なぜなら、海外会社の買収、関係の構築に応じて財務諸表の連結化が進むと、企業間の
財務諸表の比較可能性の確保がより重要になると考えるからである。投資家はむろんのこ
2と、様々な利害関係者の意思決定に利用される財務情報の比較可能性の確保は、意思決定
の判断材料として不可欠である。とりわけ、企業戦略が国内市場だけでなく、海外市場も
視野に入れた戦略が求められる今、買収により計上される買入のれん項目の重要性がより
増していると思われる。ゆえにのれんの考え方、認識、事後測定の考え方の違いを研究す
る意義があると考える。
とくに、のれんの重要な論点として知られる償却・非償却、あるいはのれんの減損の考
え方といった論点は、今なお決着を見ない論点である。具体的にいうと、買入のれんを償
却しないことは、自己創設のれんが財務諸表に計上される懸念であったり、逆に買入のれ
んをそもそも恣意的な耐用年数で償却する意義が不明瞭であったりする見解の相違である。
そして互いの見解が、決め手を欠いているということがこの論点の背景にあるのである。
したがって、この論点を論ずる前提として第１章で、日本基準、米国基準、IFRS にお
ける現行の会計処理や特徴について論じたい。
そして第 2 章では、19 世紀の英国で生まれたのれん概念から現在までを捉える。のれん
の考え方を研究する上で、のれん概念の変遷を知り、それが、どのような性質を持つ資産
として考えられてきたかを理解することが肝要であると考えたためである。
そして後半では、のれんの当初認識、すなわちのれんの資産性を考察する。のれんはそ
もそもどうして資産と言えるのか、そこについて論じたい。資産性がなければ、そもそも
貸借対照表に計上されない。日本基準でも IFRS でも米国基準でも、そこに資産性がある
と考えるからこそ、のれんという項目が大きな論点になりうる。したがってのれんの資産
性の有無を検証することが重要だと考えた。
さらに、この章では、のれん概念の変遷や資産性を研究した後、この論文の本題である
事後測定、すなわち、のれんの償却・非償却や減損処理、あるいは計上すべきのれんの範
囲について論じたい。
第 3 章では、のれん自体に焦点を当ててきたこれまでの研究から、視点を一段高くし、
財務報告の目的という観点からのれんを研究したい。概念フレームワークにおける財務報
告の目的から、のれんの意義について論じたい。
そして有形固定資産や無形固定資産の会計処理との比較から、減価償却が、会計情報に
もたらす有用性や会計に与える影響、例えば、費用を期間配分することで得られる利益情
報の有用性などから、のれんを償却する意義についての研究を深めたい。
最後の第 4 章では、これまでの各章をまとめるとともに、本研究で得られた理解を踏ま
3え、あるべき会計処理への提言を行いたい。
4第１章 のれんの会計処理と主な特徴
第1節 日本基準におけるのれんの会計処理と特徴
第１項 日本基準におけるのれんの償却処理
本章では、日本基準、米国基準、IFRS におけるのれんの会計処理と主な特徴について
論じたい。本節では、日本基準における現行ののれんの会計処理と主な特徴について触れ
ていきたい。のれんの会計処理の特徴としてはのれんを償却することと収益性の低下を反
映させた減損処理の認識、測定などが挙げられる。まずのれんの償却について触れたい。
日本の企業会計基準第 21 号「企業結合に関する会計基準」(以下、企業結合会計基準とす
る)32 項でのれんは資産に計上し、20 年以内のその効果の及ぶ期間にわたって、定額法そ
の他の合理的な方法により規則的に償却すること、ただし、その金額に重要性が乏しい場
合は、当該のれんが生じた事業年度の費用として処理することができるとしている1。のれ
んを一律に 20 年以内に償却する点は米国基準や IFRS と大きく異なる特徴である。日本
基準の場合、毎年、一定額ののれん償却という費用項目が発生することになる。のれんを
償却するか否かの考え方の違いについては第 2 章で詳しく論じたい。
第２項 日本基準におけるのれんの減損処理の兆候と認識
次に、減損処理を行う兆候と認識について見てみたい。のれんは、「規則的な償却を行
う場合においても、減損会計基準に従った減損処理が行われる」(「固定資産の減損に係る
会計基準」（以下、減損会計基準とする）こととなる。のれんの減損処理の主な特徴は、
減損を認識するタイミング、認識方法、測定、表示、配分などが挙げられよう。のれんの
減損の処理方法は 2 つある。１つめの処理方法は、「のれんを含む、より大きな単位で行
うものであり、2 つめは、のれんの帳簿価額を各資産グループに配分する方法である。
減損の兆候については、企業会計基準適用指針第 6 号「固定資産の減損に係る会計基準」
に以下の記述がみられる。「企業は、通常の営業活動において実務的に入手可能なタイミ
ングにおいて利用な可能な情報に基づき、例えば、第 12 項及び第 17 項に示されるような
減損の兆候がある資産又は資産グループを認識する。」
利用可能な情報を基に、のれんを含む資産グループが持つ割引前将来キャッシュフロー
とその資産の帳簿価額を比較して、割引前将来キャッシュフローが、帳簿価額を下回って
1 企業結合会計基準 108 号を参照のこと
5いる場合に、その資産の持つ収益性が低下したと判断、すなわち、減損の兆候があるとさ
れる。なお、のれんについては、共用資産と異なり、通常のれんは独立してそれ自体では
減損の兆候があるかどうかを判断できないため、原則としてのれんを含む、より大きな単
位の資産でグルーピングされて減損の兆候があり、減損を認識すると判断されることとな
る。
またのれんの帳簿価額を各資産グループに配分する方法を採用する減損処理の場合、の
れんの減損の兆候の有無に係らず、その帳簿価額を各資産グループに配分することとなり
当該配分された各資産グループに「固定資産の減損に係る会計基準」の第 12 項から第 15
項における事象がある場合、減損の兆候があり、減損を認識することとなる。
米国基準や IFRS のように毎年、減損テストを行うのとは対照的に日本基準では、減損
の兆候がある時に減損を行うという特徴が挙げられる。これは前述したように、のれんの
減損の兆候を示す指標として、収益性の低下を想定していると考えられる。日本基準にお
いてのれんは超過収益力であるので、収益性の低下こそ減損の兆候であると考え、のれん
の減損を通してその収益性の低下を財務諸表に反映させているということである。
このような考え方を踏まえて、資産の帳簿価額がその資産が持つ割引前将来キャッシュ
フローの価額を下回る場合に減損を認識する。これが日本基準におけるのれんの減損の認
識である。
第３項 日本基準における減損損失の測定
続いて減損する金額をどこまで反映するべきかという減損損失の測定について見てみ
よう。日本基準と米国基準、IFRS では、この測定にも違いがある。減損するということ
はこれまでの帳簿価額を下限額まで切り下げることを意味するが、日本基準の場合、IFRS
と異なり、切り下げる下限となる額が減損損失を認識する際に用いる金額と異なるという
特徴がある。つまり、日本基準では、減損損失を認識するかどうかの判定を行った後に、
別の金額（回収可能価額）で、減損額を決定するという二段階で減損損失を行うというの
が大きな特徴である。
回収可能価額とは、減損時点で、対象資産を市場で売却することで得られる金額を表す
正味売却価額と、この後もこの対象資産を、残りの耐用年数分にわたって継続して使うこ
とで得られる額と残存価額を合計した使用価値の高いほうの金額が該当する。
二段階の処理を行う理由は、明示されていないものの、2002 年に企業会計審議会から公
表された「固定資産の減損に係る会計基準に関する意見書」に以下のような記述がみられ
6る。「減損損失の測定は、将来キャッシュフローの見積もりに大きく依存する。・・・・
成果の不確実な事業用資産の減損は、測定が主観的にならざるを得ない。その点を考慮す
ると、減損の存在が相当程度確実な場合に限って、減損損失を考慮することが適当である。」。
この記述から考えると、減損損失の持つ恣意性、つまり成果が不確実な状態で、減損損
失を計上することによる投資家ら利害関係者に与える影響を考慮している。つまり、不完
全な状態で行われる減損処理により財務諸表の数値に反映される懸念に日本基準は、配慮
していると考える。認識と測定でわざわざ異なる数値を用いて、減損を認識、測定する条
件に制約を設けているのは、将来の事業や資産グループの収益性や回収能力を財務諸表に
反映させ、将来に損失を繰り延べさせないためであると考える。
損益計算書における減損損失の表示項目も、日本基準は、米国基準、IFRS と異なる。
米国基準や IFRS が減損損失を営業費用として扱うのに対し、日本基準は減損損失を特別
損失として扱うのである。反対に価格が上昇しても、のれんの減損損失の戻入れは一切認
められない。
第４項 日本基準における減損損失ののれんへの配分
(1) より大きな単位でグルーピングを行う方法(第 1 法)
最後に日本基準における減損損失の配分について論じたい。先ほど、減損の認識の判
定（減損テスト）の 2 つの考え方について言及した。最初の「より大きな単位でグルー
ピングを行う方法」については、以下の手順で行う。
減損損失を認識するかどうかの判定は、まず、のれんが帰属する事業に関連する資産
グループに減損の兆候がある場合、当該資産グループ2ごとに行い、その後、より大きな
単位で行う。のれんを含まない資産グループに減損の兆候がない場合でも、のれんを含
む、より大きな単位に減損の兆候があるときには、より大きな単位で減損損失を認識す
るかどうかの判定を行う。（減損会計基準二 8,注解（注 11）注解（注 7））
のれんを含む、より大きな単位について減損損失を認識するかどうかを判定するに
際しては、のれんを含まない各資産グループにおいて算定された減損損失控除前の帳簿
価額にのれんの帳簿価額を加えた金額と、より大きな単位から得られる割引前将来キャ
ッシュフローの総額とを比較する。割引前将来キャッシュフローの総額が帳簿価額の合
2 資産グループとは、他の資産または資産グループのキャッシュフロー（CF）から概ね独立し
た CF を生み出す最小単位のことである。（二 6（１））のれんの簿価を分割し帰属させる事業
の単位は取得の対価が概ね独立して決定され、かつ取得後も内部管理上独立した業績報告が行
われる単位のことである。（注解（注 9））
7計額を下回った場合に（のれんを含む）資産グループよりも大きな単位または（のれん
を含む）資産グループの減損損失が認識される。 （減損会計基準二 2（１））
減損損失の測定も、まず、資産グループごとに行い、その後、より大きな単位で行う。
減損損失を認識すべきであると判定されたのれんを含む、より大きな単位については、
のれんを含まない各資産グループにおいて算定された減損損失控除前の帳簿価額にの
れんの帳簿価額を加えた金額を、より大きな単位の回収可能価額まで減額する。 のれ
んを加えることによって算定される減損損失の増加額は、原則として、のれんに配分す
る。ただし、のれんに配分された減損損失が、のれんの帳簿価額を超過する場合には、
当該超過額を合理的な基準により各資産グループに配分する。
資産グループより大きな単位で生じた減損損失の発生額については、まずのれんの額
分を減損させる。それだけでは減損損失を配分しきれない場合、つまりのれんの金額が
ゼロになった場合は残った減損損失の金額を各資産グループに配分するという手続で
行われる。
(2) 帳簿価額を各資産グループに配分する方法(第 2 法)
2 つ目の考え方であるのれんの帳簿価額を各資産グループに配分する方法は以下の手
順で行われる。のれんの帳簿価額、のれんが帰属する事業に関連する各資産グループに
配分し減損する。減損の認識については、各資産グループにおけるのれんを加えた帳簿
価額と割引前将来キャッシュフローとの比較で、割引前将来キャッシュフローが帳簿価
額を下回れば認識する。測定については、その帳簿価額と資産グループの正味売却価格
と使用価値の大きい側を回収可能価額との差額を減損として測定する。つまり認識と測
定の処理は全く同様の手続で行われる。
のれんの帳簿価額を配分した各資産グループにおいて認識された減損損失は、のれん
に優先的に配分し、残額は、帳簿価額に基づく比例配分等の合理的な方法により、当該
資産グループの各構成資産に配分する。その配分した額を加えた金額を回収可能価額ま
で減らす。
のれんの帳簿価額を各資産又は資産グループに配分する方法を採用するにあたって、
のれんの帳簿価額を各資産グループに配分して管理会計を行っている場合や、のれんが
帰属する事業が、各資産グループの将来キャッシュフローの生成に密接に関連し、その
寄与する度合いとの間に強い相関関係を持つ合理的な配賦基準が存在する場合には、の
れんの帳簿価額を各資産グループに当該合理的な配賦基準で配分することができる。
8また当期にのれんの帳簿価額を各資産グループに配分する方法を採用した場合には、
翌期以降の会計期間においても同じ方法を採用する必要がある。ただし、事実関係が変
化した場合には、この限りではない。 さらに当該企業の類似の資産グループにおいて
は、同じ方法を採用する必要がある。加えて各資産グループに生じた減損損失はまずの
れんに配分され、のれんの額がゼロになった後、残りの減損損失の金額を当該各資産グ
ループの構成資産に配分する。
双方の会計処理に共通しているのはまず減損損失をのれんに配分し、それでも減損損
失の金額が残る場合に、資産グループより大きな単位、あるいは資産グループの構成資
産に配分するというアプローチといえる。最後に以下に、減損損失ののれんの配分の２
つの方法の共通点と相違点について図示しておく。
日本基準における減損損失ののれんへの配分の 2 つの会計処理の共通点と相違点
共通点 ・帳簿価額＞割引前将来キャッシュフロー
・減損損失をまずのれんに配分する
相違点 ・第１法はのれんを全額、各資産グループにおいて算定された減損損失控除前の帳
簿価額に加える。第 2 法はのれんを合理的な配賦基準の下、各資産グループに配
分する。
第５項 まとめ
本節では日本基準ののれんの会計処理の特徴について論じてきた。すなわちそれはのれ
んを 20 年以内に償却すること、そして減損の認識、測定で二段階の減損を行うことであ
る。米国基準と IFRS の手順については後述するが、この 2 つの会計基準とは大きく異な
っている。この二つが日本基準におけるのれんの会計処理の大きな特徴であると考える。
この特徴の理由としては、減損損失の計上には、その資産グループや事業が有する将来
キャッシュフローを財務諸表に反映することが考えられる。むろん、財務諸表が信頼性を
持つためには、その情報には極力、恣意性が入ることを避けねばならない。しかし、それ
以上に重視しているのは、その資産グループの収益性が低下し、減損損失が生じているに
も関わらず、過大評価されることによって生じる損失の繰延べの防止である。つまり、そ
の資産が持つ収益獲得力を、財務諸表の数値に反映させることにより、投資家の意思決定
に資するためである。そこで、認識、測定という二段階で異なる要件を充たしている場合
9のみ、減損の事実を財務諸表に反映させる。このように日本ののれんの基準はその資産が
有する収益性の反映を第一に優先していると思われる。
第2節 米国基準におけるのれんの会計処理と主な特徴
第１項 米国基準におけるのれんの非償却処理
本節では、米国基準におけるのれんの会計処理と主な特徴について論じたいと思う。
1970 年に公表された Accounting Principle Board Opinion(以下 APBO)17 ではのれんは
40 年以内に償却することが定められていた。その後、1995 年の Statement of Financial
Accounting Standards (以下 SFAS)121「固定資産の減損および処分予定資産の会計処理」
の公表によって、従来の償却に加え、減損処理が規定された。SFAS121 以前の米国の会
計実務では、固定資産の帳簿価額とその資産の持つ割引前将来キャッシュフローの比較か
ら減損を認識する測定手法がとられていたのをのれんにもあてはめた処理をしていた。
これに対して、1999 年の公開草案（以下 ED）「企業結合と無形資産」では償却期間が
40 年から 20 年に短縮することが示された(par.5)。そして 2001 年の ED「企業結合と無形
資産──のれんの会計」では、のれんの償却が禁止され、減損処理のみを行うことが提案
され、2001 年に公表された SFAS142「のれん及びその他の無形資産」において採用され
た。
大きくまとめると、最初はのれんを償却、そこから償却と減損の併用、そして減損のみ
というのが米国基準におけるのれんの大きな変遷といえる。したがって現行の米国基準に
おいてのれんは、20 年以内の年数で均等償却する日本基準と大きく異なり、償却しない。
償却しない考え方の論拠については第２章以後、詳述するが、のれんの耐用年数の設定、
あるいは費消パターンの予測が困難である以上、のれんを償却するのは適当ではないとい
うのが論拠の一つに挙げられている。償却しない代わりとして毎年、あるいは事業や環境
次第ではさらに頻繁に減損テストを行うのが米国基準ののれんの会計処理の特徴である。
第２項 米国基準におけるのれんの減損損失処理の兆候と認識
続いてそののれんの減損損失処理について触れたい。先ほど述べたように米国基準では
のれんを償却しない代わりとして一年、あるいはそれより短い頻度で減損テストが行われ
る3 。
3 報告ユニットの公正価値が帳簿価額を下回る可能性が 50％を超える場合、期中の減損テスト
を実施するが、詳しくは第 2 章を参照されたい。
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ではこの減損テストについて見てみよう。 Statement of Financial Accounting
Standards No,142 Goodwill and Other Intangible Assets(以下 SFAS142)では、毎年一
定の時点及びレポーティングユニット(以下 RU)4の公正価値がその簿価を下回っていると
見込まれる現象または状況の変化が生じた場合、二段階の減損テストが行われ、のれんの
減損損失が認識される特徴がある(par.26 and 28)。
減損テストの第一段目は、のれんを含む RU の公正価値が、RU の帳簿価額を下回って
いるかどうかをテストする。その結果、RU の公正価値が、RU の帳簿価額を下回った場
合に第二段の減損テストが行われる。具体的には RU におけるのれんの帳簿価額とのれん
の推定公正価値(implied fair value of goodwill)とが比較され、のれんの推定公正価値がの
れんの帳簿価額を下回る場合に、のれんの減損が認識される(par.14)。 のれんの推定公
正価値は RU の公正価値から認識及び未認識の純資産(のれんを除く)を控除して算定され
る。
第３項 米国基準におけるのれんの減損損失の測定
次にのれんの減損損失による測定について触れたい。のれんの減損損失は、RU におけ
るのれんの簿価と推定公正価値との差額として測定される(par.19)。米国基準の場合、日
本基準と大きく異なるのが、減損損失の認識の判定と測定において用いられる額が同じ公
正価値という点である。前節の日本基準では、減損損失の認識の判定と測定で割引前将来
キャッシュフローと回収可能価額といったように別々の金額が用いられていたのとは対照
的である。
減損の認識の判定と測定の双方において公正価値が評価の基礎になっていることが米
国基準の特徴として挙げられよう。この理由としては、市場がつけた価値である公正価値
こそ、その資産やのれんの本当の価値を示すと考えているからであろう。日本基準のよう
に将来キャッシュフローや使用価値など、主観的な要素が入る余地のある数値よりも、よ
り客観性のある公正価値で評価すべしと考えているのではなかろうか。
また割引前キャッシュフローを用いる日本基準に比べ、減損の認識のタイミングが早い
ため、減損を早期に認識できるのも特徴といえよう。減損損失の表示については日本基準
の表示とは違い、営業費用に計上される(par.43)。これは次節で触れる IFRS も同様であ
るが、日本基準に比べ、特別損益項目の範囲が非常に狭く、こういった減損損失も企業の
4 RU とは、事業セグメントと同じまたは構成部分と呼ばれる事業セグメントよりも 1 つ下の
水準をいう。
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営業活動に含めて考えるためと思われる。一方、のれんの戻入については日本基準と同様
に禁止されている(par.20)。
第４項 米国基準における減損損失ののれんへの配分
最後に減損損失ののれんへの配分について述べたい。1995 年の SFAS121 では現行の日
本基準と似た処理が行われていた。つまり、のれんを含む資産グループの帳簿価額と割引
前キャッシュフローを比較し、割引前キャッシュフローが下回っていれば、この資産グル
ープの減損を認識する。そして資産グループの帳簿価額が公正価値を上回っている場合、
その上回った分の金額が減損損失となる。
この場合のようにのれんが損失の対象となる資産グループに関連すると認められる場
合、減損したその他の対象資産の前にまず、のれんの価額が減損の対象として減額される
ことが大きな特徴といえる。減損損失の価額がのれんの帳簿価額を上回る場合、のれんの
簿価がゼロになるまでのれんに配分し、残った部分を他の資産に配分するという処理が取
られる。極論すれば、資産グループの減損損失の際に、識別可能資産に先駆けて減損され
る対象となるのがのれんといえよう。これは、識別可能資産にいきなり減損損失を負担さ
せるよりも、識別不能で実体に乏しいのれんに配分させるほうが、投資家に与える影響も
少ないと考えるためであると思われる。
次に SFAS142 では、上述したように RU の帳簿価額と公正価値との比較、そしてのれ
んの帳簿価額と推定公正価値の比較で、のれんの減損損失が行われる。SFAS121 と異な
るのは帳簿価額と推定公正価値との差額分をのれんに減損損失として配分することである。
減損損失した金額をのれんの帳簿価額がゼロになるまで、一方的にのれんに配分してきた
SFAS121 と異なり、新たにのれん自体の帳簿価額と推定公正価値との比較というのれん
自体の減損という考え方を反映させた会計処理になっている点が、SFAS142 の特徴であ
る。
この処理の理由としては、SFAS142 で、無形資産の分離可能性について厳格な要件を
設定したことが考えられる5。つまり、のれんも無形資産も同じ識別不能な資産という性質
を持つものの、分離可能性などの要件を定め、無形資産とのれんを区別させた。すなわち、
無形資産やのれんを含む資産グループの推定公正価値から、無形資産を分離把握し、算定
された推定公正価値を除けば、おのずとのれんの推定公正価値が擬制できるというわけで
5 無形資産についての区分については、第三章で触れるが、販売、顧客、芸術、契約、技術と
いう区分で、具体例と共に明示されている。
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ある。したがって、無形資産とのれんの区分の進展が、この処理に大きな影響を与えたと
考える。
第５項 まとめ
本節では米国基準ののれんの会計処理と主な特徴を論じてきた。主な特徴としてはのれ
んを償却せず、減損テストでのれんの価値を毎期、あるいはそれ以上の頻度で測定してい
ること、公正価値が評価基準の重要な指標となっていることの二点が挙げられよう。特に
公正価値減損の認識、測定で公正価値が用いられていること、そして減損損失ののれんへ
の配分でも公正価値が用いられている。公正価値を用いることで、減損損失の認識のタイ
ミングが日本基準に比べ早い、あるいは一段階で減損損失の認識、測定が行われるという
特徴がある。
第3節 国際会計基準（IFRS）におけるのれんの会計処理と主な特徴
第１項 IFRS におけるのれんの非償却処理
本章の最後である本節では IFRS におけるのれんの会計処理と主な特徴について論じた
い。IFRS 3「企業結合」(以下 IFRS3 号)において、のれんとは個別に識別されず、また別
個に認識されず企業結合で取得した他の資産から生じる将来の経済的便益を表す資産と定
義されている。まずのれんの償却について見てみよう。
IFRS でも米国基準と同様に償却はしない方式が採用されている。もともと、1998 年に
改訂された International Accounting Standards (以下 IAS)22 号「企業結合」においての
れんは耐用年数で償却され、その耐用年数が 20 年を超えることはないという反証可能な
仮定があるとされていた。しかし、IASB より 2002 年に公表された IFRS3ED ではのれん
の償却を禁止することが提案された。 (IASB 2004c, par.BC136)その後は 2004 年公表
の IFRS 3 号や 2008 年公表の IFRS3 号（R）でものれんは非償却とされ、現在に至って
いる。非償却という論拠は上述した米国基準の論拠とほぼ同様であると考える。
第２項 IFRS におけるのれんの減損処理
次にのれんの減損処理について論じたい。IFRS では 2004 年に公表された IAS36 号「資
産の減損」において、のれんの減損処理を行うこととされている。(par.96) 具体的にはの
れんを含む資金生成単位（以下 CGU）または当該 CGU のグループの簿価とその回収可能
価額（正味売却価額と使用価値のいずれか高い方）とを比較し、当該回収可能価額がその
簿価を下回った場合に当該 CGU 又は CGU グループの減損損失が認識され、その回収可
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能価額と簿価との差額が減損損失として測定される6。 この認識のプロセスは日本基準、
および米国基準とやや異なる。日本基準では、のれんを含む資産グループの簿価と割引前
キャッシュフローとの比較から減損損失を認識するかどうかを判定しており、また、米国
基準では RU の簿価と公正価値を比較して減損損失を認識していた。
第３項 IFRS におけるのれんの減損損失の測定
のれんの減損損失の測定について IFRS は日本基準と同様に簿価と回収可能価額の差額
から減損損失を測定するが、米国基準のように RU に含まれるのれんの簿価と推定公正価
値の差額から減損損失額を算定する手順とは大きく異なる。償却・非償却という観点で
IFRS は米国基準と同じ考え方でありながら、減損損失の測定についてはむしろ日本基準
の考え方に近い会計処理をしているのが大きな特徴であろう。
また、減損損失が認識、測定された CGU または CGU のグループの減損損失はまず、
当該 CGU 又は CGU に含まれているのれんに配分され、のれんの額がゼロになった時点
で、CGU の構成要素たるその他の資産又は CGU のグループの構成要素たる CGU に配分
されることとなる(par.104)。そのような減損損失は営業費用として損益計算上に表示され
る(par.60)。そして当該減損損失の戻入れについては認められていない。
第４項 IFRS における減損損失ののれんへの配分
減損損失ののれんへの配分については、減損テストの対象となる資産グループの範囲に
多少の違いがあるにせよ、まずのれんに配分し、のれんの額がゼロになっても減損損失が
残る場合、残りの減損損失を資産グループ内の他の構成資産に配分する一連の会計処理は
日本基準と共通していると考える。減損損失ののれんへの配分については何よりもまずの
れんに配分する日本基準や、IFRS と、のれん自体の帳簿価額と推定公正価値の差額分の
減損損失をのれんに配分する米国基準の会計処理の違いが鮮明になる。
特に IFRS のように減損損失の認識、測定において回収可能価額を用いている場合、減
損損失を認識した期以降の期間におけるのれんの回収可能価額の増加は取得したのれんに
ついて認識した減損損失の戻入というよりはむしろ自己創設のれんの増加であることが多
い。IFRS では IAS38 号で自己創設のれんの認識を禁止している点から、その整合性を持
ってのれんの減損損失の戻入は禁止されている（IAS36,BC125）。
第５項 まとめ
6 ここでのれんを含む CGU または当該 CGU グループとは内部経営目的のためにのれんが観
察される最も低いレベルで、かつ、セグメントより高くないレベルのことである。（par.8）
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ここまで IFRS ののれんの会計処理と主な特徴について論じた。まずのれんを償却せず
に毎期減損テストを行う考え方は日本基準と異なり、米国基準と同様である。減損損失の
認識については、日本基準と米国基準、いずれとも異なる手順で行われる。すなわち、回
収可能価額と帳簿価額との比較から減損損失を認識するという手順である。続いて減損損
失の測定においても回収可能価額を限度額として減損する数値が算定されている。この測
定手法は日本基準の減損損失の測定の手順と共通している半面、推定公正価値を用いた測
定から減損損失を算定する米国基準とは大きく異なる。
のれんの会計処理についてまとめたのが以下の図表である。
図表 1 各国ののれんの会計処理と主な特徴
日本基準 米国基準 IFRS
償却するか する しない しない
減損テストの頻度 資産グループより大
きな単位→のれんに
減損の兆候があった
とき
資産グループ→資産
グループに減損の兆
候があったとき
毎年
減損の兆候があった
場合、毎年のテスト
の間にも行う。
毎年
減損損失の認識 割引前 CF 公正価値 回収可能価額
減損損失の表示 回収可能価額 公正価値 回収可能価額
減損損失の表示 特別損失 営業費用 営業費用
戻入 禁止 禁止 禁止
減損損失の配分 資産グループより大
きな単位に生じた減
損損失はのれんに配
分される。さらにの
れんの額がゼロにな
った場合、各資産グ
ループに配分。
のれんに生じた減損
損失はのれんのみに
配分。
資金生成単位または
そのグループに生じ
た減損損失はまずの
れんに配分、そして
のれんの額がゼロに
なった場合、当該単
位またはそのグルー
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資産グループに生じ
た減損損失は、まず
のれんに配分され、
のれんの額がゼロと
なった後で当該資産
グループの構成資産
に配分。
プの資産に配分され
る。
出典 山内(2010)より引用
本章では日本基準、米国基準、IFRS の三つの基準におけるのれんの会計処理と主な特
徴について論じた。償却や減損の認識、測定についての会計処理が異なるのは前述したと
おりである。具体的な会計処理だけでなく、のれんに対する考え方の違いがこの会計処理
の背景にあると思われる。
この論点も含めて次章ではのれんを過去から遡り、歴史的にどのような変遷を経て、の
れん概念が現在のように考えられるようになったか、あるいはのれんの資産性など、のれ
ん項目そのものについて検討しようと思う。
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第 2 章 のれん概念の変遷と財務諸表への計上
第1節 のれん概念の誕生から現在まで
第１項 無形財的のれん観について
本節ではのれん概念の誕生から現在までの変遷という過去の視点からのれんを捉えた
い。山内[2010]によると、のれんの概念は主に、無形財的のれん観、超過利潤的のれん観、
残余的のれん観、シナジー的のれん観の４つののれん観に大別される。最初ののれん観は
19 世紀後期の無形財的のれん観である。山内[2010]では、無形財的のれん観は、顧客の愛
顧、有利な営業関係、企業のブランド価値といった無形財に特に重点を置いてのれんを見
る見解のことである。
無形財のなかには無形資産とは認められないようなものも含まれる。例えば、無形財は
確立した製品や人的資源など、現在の現行の会計基準の無形資産概念には含まれないよう
な概念も含まれている。
山内[2010]によると、英国会計学におけるのれん概念の誕生は、1882 年における Bithell
により編集された Accounting House Dictionary という辞書にみられる。この辞書にお
いて、英国ではじめて会計学的に定義されたのである。定義は以下のとおりである。
「暖簾とは、評判の良い既存事業が有する優位性である。そのような事業は、そこに参
入する者が有する利潤への期待を表しており、なんらかの対価が支払われるだけの価値を
有する。その事業を有する者が対価と交換することによりその期待を手放したいと望んで
いる場合、法的にいう‘事業の暖簾を売却する’ことにより、その望みを達成することが
できる。」
主にこの時代ののれんは、優位性や顧客がその事業に対して感じる好意、支持、便益な
どが定義されている。また、のれん概念のみならず、超過利潤をインプット数値として用
いるのれんの評価手法も指示されていた。山内[2010]は具体的な評価方法について、のれ
ん自体を直接評価する方法と、のれんを企業価値－純資産の公正価値として評価する方法
が存在したとする。後述する超過利潤的のれん観は、のれん自体を直接評価する方法と合
致する。
山内[2010]によれば、1897 年には Dicksee によりのれんに関する初めての著書が出版さ
れ、のれんの概念が整理されたという。のれんという語は元々法律上の用語として用いら
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れるようになり、その後に会計上の用語として用いられるようになった。
19 世紀後期におけるのれん概念の議論に影響を与えたと考えられる英国では、大規模な
株式会社だけでなく、個人企業やパートナーシップのような企業も依然、重要な地位を占
めていた。また通信手段が未発達であったので、限定された範囲内で活動を行う地域密着
型のものが多かったのも当時ののれん概念に影響を与えたと考えられる。
第２項 超過利潤的のれん観とその普及
2 つ目ののれん観は、20 世紀前半に生まれた超過利潤的のれん観である。山内[2010]に
よれば、この見解は「のれんを除いた総投資にもとづく正常収益を考慮に入れた価値に対
する将来の予想収益の超過分」、つまり、超過利潤に焦点を当ててのれんを見る見解のこ
とである。時代背景としては、個人企業やパートナーシップに代わり、大規模な株式会社
が増加し、そのような株式会社が経済において重要な地位を占めるようになったことが挙
げられる。つまり限定された関係のもと、成立していた取引関係と言う従来の環境が、労
働者、金融機関、投資家といった多くの利害関係者とかかわりを持つ環境に変化したとい
うことである。
また、1929 年に米国で起きたニューヨーク証券取引所の株価大暴落や英国で起きた
1931 年のロイヤル・メイル社の倒産を契機に投資家による収益力情報の開示要請が高まっ
ていた。貸借対照表による利潤計算ではなく、損益計算書による利潤計算が確立したのも
この頃である。
この環境下で会社は証券市場を通じて資金調達をする機会が増え、企業を取り巻く利害
関係者が拡大してきた。これまでのように顧客（消費者）だけでなく、労働者や金融機関、
投資家といったように利害関係者の増加、あるいは多様化がのれん概念にも影響を与えた
のである。
山内[2010]によれば、19 世紀後期においてのれんの価値評価手法（直接法）が普及し、
More や Dicksee、Guthrie などが、のれんの評価方法を次々と研究していったものの、あ
くまで、この頃までは、のれんを超過利潤として捉えるのは、その評価方法においてにし
かすぎなかったとしている。
のれんを超過利潤と考えた論文として、山内[2010]は、英国の会計学者 P.D.Leake(Percy
Leake)の 1914 年の論文‘Goodwill :Its Nature and How to Value を紹介している。通
常の定義では既存の顧客関係など無形財が取り上げられていることから、無形財的のれん
観といえるが、Leake 自身の定義では、無形財には言及しておらず、超過利潤を用いた
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定義がなされている。その後、Leake は自身の論文で直接的に超過利潤的のれん観に立
って論陣を展開しているとは明確には言えないものの、超過利潤についても言及している。
のれんを超過利潤と考える論調がおこったのは、会計が投資者からの収益力情報への要
請に応えるためには、無形財としてのれんを説明するより、超過利潤として説明するほう
がより説得力があると考えられていたのでなかろうか。貸借対照表の利潤ではなく、損益
計算書から算定される利益のような収益力の開示、つまり投資家による収益力情報への要
請の高まりとそれにともなう損益計算書による利益計算が確立するなかで、超過利潤的の
れん観が生まれ、普及していくこととなったのであると思われる。
のれんを企業が有する超過収益力と捉える考え方は、山内[2010]で、1940 年代の米国会
計士協会(American Institute of Accountants: AIA)の説明においても反映されているとい
う。
「商取引的な意味において、暖簾は、将来の超過利潤を受け取る権利の現在価値である。
‘超過利潤’とは、将来受け取る利益、増加や優位性が、それを生み出すためのすべての
経済的支出と正常利潤を上回ることが期待される額を意味する。」
しかし、こののれんを超過利潤として考える考え方は徐々に衰退していくことになる。
山内[2010]によれば、衰退の理由として考えられるのは英国、米国においても企業を取り
巻く経済環境および企業構造が複雑になり、また企業活動の多様化により、企業が有する
優位性というものを利害関係者という限定された視点のみでは特定できなくなったからと
いうことが挙げられる。
さらに時代背景として、20 世紀後半に入ると会計の世界において、国際会計基準委員会
（IASC）や国際会計基準審議会（IASB）あるいは米国財務会計基準審議会（FASB）な
ど会計基準設定主体の地位が確立し、そこで作成された基準や公表物が議論の中心とされ
るようになったことが挙げられる。
利害関係者の数や範囲の拡大、あるいは会計基準設定主体の指導的地位の確立により、
のれんの性質について考えるよりも、より実務的にのれんをどう会計処理するかがのほう
が優先されがちになっていったのかもしれない。特に、ここまで見てきただけでも、のれ
んは、様々な概念が多く存在していて、性質について考え、それに適した会計処理を考え
ること自体が、非常に難しいことであったと思われる。
第３項 残余的のれん観について
次に、3 つ目の残余的のれん観について論じたい。残余的のれん観は企業全体の価値か
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ら個別の資産および負債の合計額を控除した残余としてのれんを見る見解のことで 20 世
紀後半に普及した見解である。
前述したように、会計基準設定主体が公表する公表物が強い影響力を持つようになった
20 世紀後半では、のれんが差額概念であるとして、のれんの定義よりも、実際にどう測定
するかといった会計処理の手法が重視された。
会計基準設定主体により、企業結合や無形資産やのれんに関する基準が次々と公表され、
そのなかで米国基準や国際会計基準では、のれんの定義は示されず、被取得企業の取得原
価を純資産の公正価値に配分した後の残余をのれんとして認識するというように、買入れ
のれんを認識する際の測定の技術的な側面のみが規定7された。山内[2010]は、このような
影響を受けて、のれんの本質が何かという議論ではなく、のれんの会計処理をどうするべ
きかという方向に向かっていったとしている。
しかし、残余的のれん観の分析からのれんをシナジーと考える概念が生まれたことも無
視できない。こののれんをシナジーとする考え方（シナジー的のれん観）は現代ののれん
の考え方につながっていく。
第４項 シナジー的のれん観について
最後にこのシナジー的のれん観について論じたい。山内[2010]によれば、この考え方は
のれんを「雑物入れ」として消極的に見るのではなく、むしろ積極的に独立した価値のあ
るものとしている考え方と残余的のれんを構成要素に分解してシナジー8とみる二つの考
え方に分けられるという。このような共同作用を起こす個別の媒体としては、識別可能な
有形財および無形財ならびに識別不能な無形財が考えられる。つまり識別可能な有形財、
無形財ならびに識別不能な無形財が相互有機的に結びつき、共同作用、つまりシナジーを
生む。
山内 [2010]は、前者については、のれんとシナジーを明確に結び付けて論じている
Ronald Ma and Roger Hopkins(以下 Ma and Hopkins)を、後者については 20 世紀末に
ArnoldＪIsbell(以下 Arnold)や L.Todd Johnson and Kimberly R Petrone(以下 Johnson
and Petrone)を紹介している。この両者は主にのれんを複数の構成要素に分解して捉えて
いるのが主な特徴である。
7 山内[2010]によると、この背景には、20 世紀後半における企業結合の増加が挙げられる
8 シナジーとは会計学において、「総合効果が個別の効果の合計よりも大きくなる個別の媒体の
共同作用」という意味であり、のれんは総合効果が個別の効果より大きくなる差額として確認
できる。
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(1) Arnold（1992）
Arnold（1992）はのれんの初期のルーツが顧客のご愛顧であり、その後、超過利潤の
資本化された価値を意味するようになったという点を指摘している。この指摘は初期の
のれん観が無形財的のれんであり、その後、超過利潤的のれん観が台頭、普及していっ
たという歴史的事実を裏付けている。
確かに Arnold がのれんについて、残余的のれん観からの定義が中心になってはいる
が、優位性や劣位性などに言及していること、およびその構成要素についてさらに踏み
込んだ議論をしている点で、のれんを単なる残余のみとは見ていなかったと山内[2010]
は言う。
Arnold（1992）におけるのれん観である従来の残余的のれん観のみならず、のれんを
構成要素別に分解する考え方は、FASB や IASB に採用され、最終的にはシナジー的の
れん観へと発展し、のれん概念を考える際にきわめて重要な考え方となっていった。
(2) Johnson and Petrone(1998)
次に Johnson and Petrone(1998)について見てみよう。Jonson and Petrone は FASB
のスタッフであった。山内[2010]によると、彼らは、のれんについて 2 つの視点を示し
ている。1 つは、のれんが何かより大きな構成要素であるトップダウンの視点（top-down
perspective）であり、もう１つは、のれんがそれを作り上げる構成要素の合計であるボ
トムアップの視点（bottom-up perspective）である。
トップダウンの視点においてのれんは「残り物（left over）」と考えられている。こ
れは、残余的のれん観と同義であると思われる。またボトムアップの視点においてのれ
んは「取得企業にとって価値のある他の資源が取得された」と考えられている。Jonson
and Petrone(1998)はボトムアップの視点のもとでののれんの構成要素として、以下の 6
つを挙げている。
図表 2 Johnson and Petrone（1998）におけるのれんの構成要素
構成要素 1 取得日において、被取得企業の純資産の公正価値が簿価を超えるそ
の超過額
構成要素 2 取得日において、被取得企業が認識していなかった他の純資産の公
正価値
構成要素 3 被取得企業の既存事業の‘ゴーイングコンサーン’要素の公正価値
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構成要素 4 取得企業と被取得企業の純資産および事業が結合することにより期
待されるシナジー効果の公正価値
構成要素 5 取得企業が支払った対価の過大評価
構成要素 6 取得企業による過大支払や過少支払
出典 山内(2010)より引用
まとめると、20 世紀後半から FASB や IASB など会計基準設定主体が新たな基準を
次々と作るなかで、のれんを測定するための手法として残余的のれん観が普及し、そこ
からのれんを構成要素別に識別する流れが生じた。構成要素で識別する中でのれんをシ
ナジーとして考える考え方が生まれ、その考え方が会計基準にも取り上げられ、現在に
至っているということである。
また SFAS141(R)では Johnson and Petrone(1998)において提示されていたのれんの
6 つの構成要素と同じ構成要素が挙げられており、そのなかにある構成要素 3，4 を本質
的なのれんとしてコアのれんとしているのは注目に値する。また IASB では、IFRS 3
におけるのれんの定義で、従来のようにのれんを残余としてではなく、積極的に独立し
た価値あるものとして見ている。
その後 FASB と IASB による企業結合に関する見直し作業の共同プロジェクトが行わ
れ、二つの基準で「のれんとは、個別に識別されず分離して認識できない諸資産から生
じる将来の経済的便益である。」という共通ののれんの定義が提示された。将来の経済
的便益という言葉は IASB では使われていたが、FASB では初めて提示された。これは
両基準におけるコアのれんとしての構成要素を反映させたものと考えられる。また二つ
の確定基準とものれんが資産であることが強調されている。
この意味としては、愛着や技術や人材や立地などの競争優位の要素を持つ超過収益力
だけでなく、企業結合したことで生まれるシナジー効果を含めた資産項目という認識を
のれんが得たことである。競争優位などの超過収益の要素に加え、企業結合後に生じる
シナジー効果の要素を持つ資産であることが、基準レベルで認められたのである。この
ことはのれん項目が持つ要素がそれだけ多様なものであるということを改めて認識さ
せられる。
第５項 各国におけるのれんの会計処理の変遷
(1) 日本基準
最後に各基準国におけるのれんの会計処理の変遷についてまとめておきたい。まず日本
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基準におけるのれんは、1967 年の連結意見書、1975 年の連結原則、1997 年の改訂連結原
則、企業結合会計基準が挙げられる。
梅原[2000]によると、1997 年の改訂連結原則が公表される前の連結会計では、親会社の
子会社に対する投資とそれに対応する子会社の資本を相殺消去することによって投資消去
差額が生じ、原因分析後にはのれんの性格をもつ連結調整勘定として処理することになっ
ていた。そして財務諸表上にあるのれんについては、一括で費用化したり、持分から控除
するなど、企業側の判断で多様な処理が可能であった9。
改訂連結原則では、IAS や英米国基準と同様に、子会社の資産及び負債の公正価値測定
を強制し、その評価差額を含む子会社の資本を親会社の子会社に対する投資と相殺処理す
ることを規定している。また、現行の企業結合会計基準では、企業結合の際に、研究費や
特許権など識別可能な無形資産にも買収価額を配分し、残余をのれんとして連結財務諸表
に計上している。
のれんの償却についても、かつては連結調整勘定のもと、5 年の償却が要求されていた
が、改訂連結原則で、のれんの償却期間は 20 年以内とされた。そして企業結合会計基準
においても、20 年以内に償却する処理はそのまま、引き継がれている。
(2) 米国基準
次に米国基準におけるのれんの変遷をみたい。のれんの会計基準は 1944 年の
Accounting Research Bulletin(以下 ARB)24、1953 年の ARB43、1970 年に APBO17 が
公表されている。その後、FASB が会計基準の設定主体を担ってから、SFAS121、SFAS142
が公表され、現在に至っている。
当初の米国基準では、資本控除法を採用していた。これは連結処理で計上された買入の
れんを資産として認識せずに、準備金から控除する方法のことである。山内[2010]による
と、主な論拠としては買入のれんの資産性の否定、内生のれんとの整合性の確保、買入の
れんを資産として認識した後の償却への批判、株主によって前払いされた超過利潤の控除
が挙げられる。
しかし、この処理を行うと、企業が企業買収を繰り返すたびに、資本が減るという問題
点がある。特に資本の減少で、負債比率の増大など、財務状況の悪化につながる恐れがあ
9 ①土地など買収前に子会社が所有していた資産の含み益が反映している場合、②ブランド、
ノウハウなど無形の要素が反映している場合、③買収交渉など上記以外の要因が反映している
場合のような原因に応じて処理されていた。特に①は利益操作に用いられる余地があった。
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る。ARB24 では資本控除法の禁止を明確にしてはいなかったが、ARB43 は明確に資本控
除法の適用を禁止した。
企業結合の際に買入れのれんを償却する方法以外に持分プーリング法が用いられるよ
うになった。持分プーリング法とは、企業結合しても、被取得企業の企業としての継続性
は断たれていないと考える会計処理である。したがって、企業結合時に、被取得企業の資
産、負債、資本をそれぞれ帳簿価額で引き継ぐ。この方法によると、のれんは計上されず、
詳細は本論文では割愛するが、この時期に公表された会計基準では、持分プーリング法の
適用要件が解釈次第で緩和できる余地があり、償却負担のない持分プーリング法を採用す
る企業が多く現れる結果10となった。
このような 1950 年代から 1960 年代におけるプーリング法の濫用によって、APBO17
が公表された。主な特徴としては、無形資産について、「分離可能性」や「識別可能性」
といった分類基準の導入、無形資産の原価を持分で消去したり、取得時に名目額まで引き
下げることの禁止の明文化、買入れのれんの規則的償却の強制である。
特にこの時期に問題となっていた持分プーリング法についてではあるが、APBO17 では、
「結合当事企業の属性」、「持分の結合方法」および「計画された取引の有無」に大別さ
れる 12 の要件を充足する必要があり、償却負担を強制し、その代わりとして償却期間を
40 年以内に定めて、企業の負担を減らさせていた。
その後、FASB が設定主体となってのれんの会計基準の整備が行われたが、FASB は、
次第に国際的調和化を意図した整備が行われるようになった。例えば、Statements of
Financial Accounting Concepts(以下 SFAC)6「財務諸表の構成要素」では、資産につい
て、将来の経済的便益であり、さらに定義、測定可能性、目的適合性、信頼性の４つの認
識基準から、のれんの資産性を認めたが、このような会計観は International Accounting
Standards committee(以下 IASC)やイギリス基準にも影響を与えた。
また 1999 年の FASB では、のれんの測定については、償却の期間が、従来の 40 年か
ら 20 年に変更されたこと11や減損調査法(減損テスト)の導入の計画、その後の SFAS121、
SFAS14 などにおける減損テストの導入のように現在まで、国際的調和を意識した基準づ
くりが、米国基準の流れとなった。
とはいえ、米国基準が、国際的調和を意識したというよりは、米国基準が、世界の基準
10 梅原｢2000｣を参照せよ。
11 これはキャッシュフロー計画が 20 年を超えないことや IAS22 を考慮したものといえる。
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設定の主体になったからといったほうが適切であるように思われる。のれんについては償
却の年数や減損テストなど、米国の会計基準に影響されることが大である。これは、米国
基準が、他国の会計基準よりも優れていたというよりは、第二次世界大戦後から 2000 年
代までにおける米国の世界における政治的、経済的優位に依る部分が大きかったことは言
うまでもないだろう。
(3) IFRS
最後に国際会計基準におけるのれんの会計処理の変遷を扱う。この変遷の流れとして、
IAS の変遷を中心に論じたい。1973 年 6 月に基準設定主体である IASC が発足し、基準の
整備が進められた。IASC の参加国は、米国、英国、カナダ、日本、オーストラリア、フ
ランス、ドイツ、オランダ、メキシコの 9 カ国であった。
梅原[2000]によると、もともと、IASC の基準の設定は、個別の会計問題についてその
つど、会計基準を設定するピースミール・アプローチを採用していた。これは、多様な各
国固有の制度に合わせなければ、IAS の承認は困難になるという判断から代替処理をその
まま認めることにした。
企業結合に関する会計基準は、1983 年の IAS22 が挙げられる。IAS22 では、パーチェ
ス法を原則とし、一部の要件を満たした場合のみ、持分の結合とみなされ、持分プーリン
グ法が認められた。買入のれんについては、規則的償却法と資本控除法が認められていた。
しかし、このような場当たり的な会計処理は、国際的調和を意識するようになると、理論
性や体系性がほとんどないという点で、会計の多様化をもたらすだけで、会計基準として
の判断尺度を確立することができないという致命的な欠陥を持っていた。
しかし、国際的な証券市場の拡大に応じて、1987 年に International Organization of
Securities Commissions(以下 IOSCO)が IASC の諮問委員会のメンバーに加わったあたり
から、事態は変わり始める。より統一的な会計基準の確立が必要になったためである。IASC
は IOSCO の支援のもと、1989 年に E32「Comparability of financial statements to the
accounting business」を公表した。E32 ではのれん会計について、概念的枠組みや国際的
動向を論拠として、持分控除法の禁止が提案された。(par.166)
これを受けて、1993 年に IAS22 の改訂12が行われた。ここでは、持分プーリング法は
12 篠原[1996]によると、英国では、かつて即時消去法という処理法が原則であったが、IAS で
は排除された。この即時消去法では、のれんをリザーブという純資産項目に賦課させる処理で
あった。排除により、この方法に代わる手段として、再評価法が広まった。
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持分の結合に限定され、従来の企業経営者の意図による会計処理の選択が抑制されること
となった(pars.18,61))。買入のれんについては、原則として定額法による規則的償却法を
適用するものとした(par.42)。しかし、規則的償却を行うには、償却期間が問題となるが、
のれんのような資産はそもそも、経済的便益が有限かそうかさえ明らかでない。1993 年の
IAS22 では償却期間を最長 5 年とした。その理由は以下のとおりである。
「のれんは相乗効果もしくは個別の認識が不可能な資産から発生すると認められる将
来の経済的便益である。そのため有効な期間を見積もる際には困難が多い。したがって本
基準は、会計上の償却期間について恣意的な限度(an arbitrary limit)を明示している。本
基準の仮定は、のれんは通常、5 年を超える有効期間をもたないということである。」
しかし、IAS の規定にもあるが、あくまでこの期間は人為的な期間である。のれんの有
効期間が 5 年を超える識別可能資産と関連する正当な理由がある場合、20 年を限度として
償却できることを規定している(par.41)。しかし、その後の E50「無形資産」13などへのコ
メントから、償却期間の最長期間に人為的な制限を設けるのは好ましくないという意見が
相次ぎ、その後、1998 年に公表した E60「Intangible assets」、E61「Business combinations」
では、減損テストなどを課したうえでの 20 年以上の償却を認めた。この流れを受けて 1998
年には、IAS36「資産の減損」と共に、IAS22 が公表された。
特徴としては、20 年を最長とする償却期間、20 年以上の償却期間を説得的な証拠があ
るなら、20 年以上の償却を認める、のれんの償却期間が 20 年を超えた場合、毎期減損テ
ストを実施し、その理由を開示などが挙げられる。この減損テストの実施などは、現在の
IFRS におけるのれんの処理につながっている。その後、2004 年になると、IAS36 の改訂
が行われ、毎期、減損テストを行う方法の選択適用が行われることとなった。この論拠に
ついては後述する。
第2節 のれんの当初認識（資産性）
前節では、のれん概念の変遷について論じた。のれんに資産性があるということは、日
本基準や FASB や IASB の作る会計基準において明示されている。そこで本節ではのれん
に資産性があるのかどうかを概念フレームワークにおいて示されてきた資産の定義から捉
えたい。
13 20 年以上の特定の有形資産と分離できない場合、活発な市場が存在する場合の二つの要件
を満たした場合、20 年以上の償却期間を選択できるとしたが、これは困難であった。
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第１項 資産の定義
(1) 日本基準
本節では日本および国際的な会計基準設定主体における概念フレームワークにおい
て示されてきた資産の定義を整理する。日本における会計基準設定主体である企業会計
基準委員会（ASBJ）における討議資料「概念フレームワーク」では「資産とは、過去
の取引または事象の結果として、報告主体が支配している経済的資源をいう。」(第 3 章
「財務報告の構成要素」par.4)と定義されてきた。
ただし、ASBJ の概念フレームワークにおける資産の定義には後述する国際的な概念
フレームワークにおける定義とは異なり財務報告の目的による制約があり、「貸借対照
表と損益計算書が投資のポジションと成果を開示するという役割を担っているため、そ
れぞれの構成要素はこれらの役割を果たすものにかぎられる。構成要素の定義は、財務
報告の目的と財務諸表の役割に適合するかぎりで意味を持つものであり、そうした役割
を果たさないものは、たとえ以下の各定義を充足しても、財務諸表の構成要素とはなら
ない」(第 3 章「財務諸表の構成要素」par.3)とされている。
(2) 米国基準
米国の会計基準設定主体である FASB における概念フレームワーク Conceptual
Framework for Financial Reporting において、資産は「過去の取引または事象の結果
として、ある特定の事業体が取得または支配している発生の可能性の高い将来の経済的
便益である。」と定義されてきた。(par.25)
(3) IFRS
IFRS の設定主体である IASB における概念フレームワーク Conceptual Framework
for Financial reporting では、資産は「過去の事象の結果として、特定の企業が支配し、
かつ、将来の経済的便益が当該企業に流入すると期待される資源をいう」(par.49)と定
義されてきた。日本の概念フレームワークとは異なり、米国、IFRS 共に財務報告の構
成要素の役割という制約は存在しない。
(4) まとめ
日本、米国、IFRS の各概念フレームワークにある資産の定義について論じてきた。
整理すると、①過去の取引または現在の事象、②特定の実体における支配および③経済
的資源または将来の経済的便益という 3 つの要件が含まれている。日本基準ではこれに
加え、財務報告の目的という制約があるのは先に述べた。また FASB の定義では、経済
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的便益に対する発生可能性が高い(probable)ことが要求されている。各基準設定主体に
おける資産の定義についてまとめると以下の図のようになる。
図表 3 各基準設定主体における資産の定義
基準 日本基準 米国基準 IFRS
資産の要件と備考 ①過去の取引または
事象の結果である
こと。
①過去の取引または
事象の結果であるこ
と。
①過去の取引または
事象の結果であるこ
と。
②報告主体が支配し
ていること。
②ある特定の事業体
が取得または支配し
ていること。
②特定の企業が支配
していること。
③経済的資源である
こと。
③将来の経済的便益
であること。
③将来の経済的便益
が当該企業に流入す
ると期待される資源
であること。
財務報告の目的によ
る制約がある。
将来の経済的便益に
は発生の可能性の高
いことが要求されて
いる。
出典 山内(2010)より引用
第２項 のれんの資産性
本項では、すべての基準設定主体における資産の定義において含まれてきた要件である
①過去の取引または事象の結果、②特定の実体における支配、および③経済的資源または
将来の経済的便益という 3 つの要件についての検討を行う。
(1) 過去の取引または事象の結果
資産の定義における要件の一つである過去の取引または事象の結果とは、その便益に
対する実体の権利または支配を付与する取引その他の事象がすでに発生していること14
を要求している。この要件は全ての会計基準設定主体が資産の定義に含めており、この
要件により、いまだ発生していない将来事象が資産からは除かれる。ではのれんが、こ
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の将来事象に該当するかを検討する。
企業結合で発生する買入のれんとは、序章で論じたように、通常の企業価値や事業価
値に買収によるシナジー効果の期待分を加味したうえで決定される対価とその企業や
事業の識別可能な資産、負債との差額から生じる項目である。したがって、結果として
買入のれんが生まれたのは過去の取引または事象からなる一連の取引であり、過去の取
引または事象という要件は充たしていると思われる。
(2) 特定の実体による支配
資産の定義における 2 つ目の要件である特定の実体による支配とは、日本では、「報
告主体が支配している」とされている。報告主体とは、財務報告を作成する主体なので、
企業のことである。米国は「特定の実体がその経済的便益を獲得することができ、その
便益に他の実体が接近するのを支配することができること」を要求している。IASB で
も「The entity has rights or other privileged access to the economic resources 」とい
う文が存在している。
企業結合により生まれる買入のれんは被取得企業が有していた識別可能資産や無形
財が相互に結びつくことで生じる。買入れのれんの源泉となる識別可能資産や無形財は
企業により支配されているものであるため、買入のれんは支配要件を充たしていると思
われる。一方で人的資源のような無形財については企業間を自由に移動するものである
ため、支配不能という議論もある。しかし、そのような人的資源も通常は、契約などで
一定の範囲と期間に限定されるにせよ、ある企業による独占的な支配が存在しているも
のと考えられる。
企業全体で考えてみると、企業結合により、取得企業は非取得企業の方針を決定でき
る、つまり支配することができるため、やはり買入のれんは支配要件を充たすと思われ
る15。
まとめると、買入のれんはそのシナジーの源泉となる識別可能資産や無形財が支配さ
れているという点、および企業全体で見た場合、その方針を決定できる、つまり支配し
ているという点で支配要件を充たすと思われる。
(3) 経済的資源または将来の経済的便益
次に資産の定義である 3 つ目の要件である経済的資源または将来の経済的便益という
15 この点については、FASB、FASB および IASB の概念フレームワークにおいても指摘され
ている。
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要件をのれんが充たすかどうかについて検討する。日本基準のように「経済的資源であ
ること」あるいは米国基準の「将来の経済的便益であること」、IASB の「将来の経済
的便益が当該企業に流入すると期待される資源であること」のように将来の経済的便益
か現在の経済的便益かのどちらに焦点を当てているのかという点に違いが見られる。
FASB では将来の経済的便益に、発生可能性の高いことを要求している。
将来の経済的便益とは、日本基準においては、経済的便益という記述のみで、とくに
言及されていない。FASB においては、「単独でまたは他の資産と結びついて直接的に
または間接的に将来の正味キャッシュインフローに貢献する能力を有する、発生の可能
性の高い将来の経済的便益」(FASB 1985,par.26;平松・広瀬訳 2002, 297 参照)と言及
されている。IASB では、「The future economic benefit embodied in an asset is the
potential to contribute ,directly indirectly, to the flow of cash and cash equivalents to
the entity」とされている。
日本基準のように経済的資源16という場合、将来の正味キャッシュインフローに貢献
する能力を有するという意味では経済的便益と同様であるが、将来ではなく現在の資源
であるという意味で異なってくる。したがって現在の経済的便益と将来の経済的便益と
は原因と結果という関係にあると考えられる。つまり将来の経済的便益は、現在の経済
的資源を持つ結果生じるものであると考えられる。
現在の経済的資源と将来の経済的便益の関係をのれんにあてはめてみたい。現在の経
済的資源とはシナジーを生む源泉であり、将来の経済的便益はシナジーから生まれる利
潤ということになる。ちなみに、シナジーとは、各資産が相互に作用することで生まれ
るプラス作用のことである。企業結合を想定すれば、取得した被取得企業の資産と取得
企業の既存の資産を相互に利用することで生まれる収益力というイメージである。技術
の取得などを目的とした企業結合であれば、識別可能な無形資産を取得することで、そ
の技術の取得により、単独の企業活動に比べ、将来的により多くのキャッシュインをも
たらす、これがシナジーである。
シナジー自体単独では将来キャッシュフローを生み出さないが、シナジーの源泉であ
16 ASBJ の概念フレームワークでは「経済的資源とは、キャッシュの獲得に貢献する便益の源
泉をいい、実物財にかぎらず、金融資産及びそれらとの同等物を含む。経済資源は市場での処
分可能性を有する場合もあれば、そうでもない場合もある」(第 3 章「財務報告の構成要素」注
2)
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る他の識別可能資産と組み合わせることで、その利潤を確認できる。17したがって資産
の定義が経済的資源に焦点を当てたものでも、将来の経済的便益の焦点を当てたとして
も、のれんはこの双方を充たすと考える。
しかし、FASB のように発生の可能性が高いという要件が加わると、のれんがこの要
件を充たさない可能性も出てくる。なぜなら、取得企業が発生の可能性が低いと考えら
れる買入のれんでも、発生の可能性がゼロでなければ、その可能性を期待して対価を支
払うという事態が想定されるからである。FASB の定義に従えば、そのようなのれんは
発生の可能性が高くない以上、資産として認識されないことになる。日本や IASB では、
この発生可能性を認識の要件に入れている。
ここまで日本および国際的な概念フレームワークに示されてきた資産の定義から過
去の取引または事象、特定の実体による支配、および経済的資源または将来の経済的便
益の 3 つの要件から、のれんの資産性の有無について検討してきたが、のれんは 3 つの
要件を充たすものであり、資産性を有すると考えられる。
第３項 自己創設のれんの資産性
(1) 全部のれんと自己創設のれん
これまでのれんに資産性があることについて論じてきた。しかし、各国基準において、
のれんには、計上される範囲の違いが存在する。この違いは、財務諸表に計上される買
入のれんと計上されない自己創設のれんにつながる論点である。そこで本項では、この
資産性のあるのれんにおける連結財務諸表に計上される範囲の違いについて論じたい。
企業結合が行われた場合を想定されたい。仮に 100％取得による企業結合であれば、
計上するのれんの範囲に関する問題は生じない。しかし、少数株主が発生する 100％未
満の会社支配権を獲得する企業結合の場合には、買った会社側ののれんだけでなく、少
数株主が持つのれんをどう扱うかという問題が発生する。
日本基準ではこのような少数株主持分ののれんは計上しない。というのも日本基準で
は支配権を獲得した親会社と少数株主は別個の会計主体であると考えるためで、のれん
についてあくまで親会社（支配権を獲得した側）が獲得したのれんのみを財務諸表に計
上する。例えばある会社が企業結合である会社の 80％の支配権を獲得したのであれば、
全体ののれん×80％分が、その会社における連結財務諸表の貸借対照表におけるのれん
となる。
17 例えば、米国基準 SFAS141、SFAS141(R)や IFRS(R)を参照のこと
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買入のれんとは、序章でも触れたように、通常の企業価値とそれに加えて、買収によ
るシナジー効果を期待したうえで決定される対価とその企業や事業が有する資産、負債
との差額から生じるが、そののれんの金額として計上されるのは、取得企業が獲得した
支配割合の比率に限られる。上記のように、80％の支配権を得たのであれば、80％分の
のれんしか連結財務諸表に計上されないことになり、この方式は部分のれん方式と呼ば
れる。
この方式の論拠は主に 3 つが想定される。1 つめは買入のれんを経営者が責任を負う
べき投資であるという考え方、2 つめはのれんの資産性である。そして３つめは少数株
主持分ののれんを計上する全部方式のれんでは自己創設のれんの計上につながるとい
うものである。
これに対して、米国基準や IFRS18のように実際には 80％の持分しか取引されていな
いケースでも、買収された子会社全体の持分価値を把握し、それと子会社純資産との差
額をのれんとして計上しようというのが全部のれん方式である。米国基準では支配権を
獲得している以上、少数株主分ののれんも親会社支配下にあると考える。したがって、
少数株主ののれんの金額をも財務諸表に計上するべきであるという考え方である。この
考え方を全部のれんという。ちなみに IFRS では部分のれんと全部のれんとを選択適用
することが認められている。
この方式では少数株主持分ののれんものれんとして計上することになる。この方式の
論拠は「親会社株主も少数株主も共に連結グループに対する出資者であることに変わり
がないことを強調する実体概念(entity concept)からは、少数株主持分にみあうのれんも
認識する全部のれん方式が導かれる」と説明される
山内[2010]によれば、FASB や IASB の全部のれん方式の論拠として、のれんの資産
性を積極的に認めることが挙げられるという。これは、のれんが、その他の資産と同じ
ように資産の定義を充たすので、のれんとその他の資産はなんら性格を異にするもので
はなく、むしろその他の資産と異なる扱いをするほうが不整合であると考えるためであ
る。
また、のれんの性格が、その他の資産と異なる論拠として、識別可能性を挙げる論拠
も存在するが、識別可能性基準は、企業結合の際に、のれんの一部として認識された無
18 2005 年に FASB より公表された SFAS141(R)ED および IFRS3(R)ED において提案され、
それらの確定基準である SFAS141(R)および IFRS(3)において正式に採用された。
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形資産を分離区分するための要件である。これは、SFAS141 や IFRS3、IAS38 には、
このことが言及されている。したがって、FASB や IASB において、のれんとその他の
資産の性格を考える際に識別可能性が重視されないのは、自然なことである。
全部のれんは、1991 年に公表された FASB の討議資料 An Analysis of Issues related
to Consolidation Policy and Procedure に経済的単一体概念(Economic Unit Concept)
という言葉で引き継がれ、現在の経済的単一体説につながっている。この考え方では親
会社持分ののれんに加え、少数株主持分のれんも財務諸表に計上することになるが、こ
の計上が自己創設のれんの計上につながるということが考えられる。
80％を取得する企業結合の場合、取得した企業のうち、80%の部分は確かに市場取引
を経て取得された、つまり対価の支払いが行われていると考える。過去の取引や事象、
特定の実体による支配、そして経済的便益という 3 要件を充たした資産といえよう。し
かし、それ以外の 20％ののれんは実際に対価を支払ったわけではなく、これを資産計上
するのは自己創設のれんの計上につながるともいえる。なお、この点については第 3 章
第 1 節第 3 項でも触れたい。
(2) 自己創設のれん
自己創設のれんは、資産と結合して直接的、または間接的に将来キャッシュフローを
獲得する能力を有しているものの、それが事実として実現していないがために財務諸表
には計上されない項目のことである。
自己創設のれんは、買入のれんとは異なり、いずれの取引によって生じたのかが不明
瞭であるのが特徴である。前述のように買入のれんであれば、企業結合の一連の取引か
ら生じるという明確な因果関係があるのに対して、自己創設のれんは不明瞭である。あ
えて推測するなら、企業が行う機械や土地の購入などの設備投資などの際に、財務諸表
には表されてはいないもの、企業が、この投資額からこれだけの利益を稼ぐだろうとい
う見積もり分に相当する。当然、このような見積もりは企業が勝手に見積もりを立てて
いるにすぎず、対価の支出やそれに対応する確定した収益の獲得のような客観的な数値
とはいえないため、財務諸表には計上されない類のものである。
自己創設のれんの資産性について検討する。自己創設のれんが過去の取引または事象
という要件を充たすかは確かに疑問の余地はある。しかし、自己創設のれんが生まれる
企業活動を考えれば、この要件を充たしていないとはいいきれないと思われる。という
のも企業活動の中で、過去に支払いを行い、何らかの努力をした結果として内生の自己
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創設のれんが生まれてきたと考えることはできるからである。
例えば、内生のシナジーが、資産 A と資産 B とノウハウ（無形財）を組み合わせて生
じた場合、資産 A と B の購入には当然支払いという取引が発生しており、ノウハウにつ
いても、その構築において何らかの支払いや努力が介在しているはずである。また企業
活動は現在、そして将来を見据えて行われるものであるから、その過程で内生のれんが
企業内部で創出されてきたと考えれば、過去の取引や事象が内生のれんの創出に貢献し
たと考えるのは決して荒唐無稽な話ではない。よって内生のれんも買入のれんと同様に
過去の取引または事象という要件を充たすと考える。
次に、特定の実体が支配する資産の第二要件に自己創設のれんが該当するか検討する。
企業内部で創出された自己創設のれんは、その企業が有している識別可能資産や無形財
が相互有機的に結びつくことによって生じる。このシナジーの源泉となる識別可能資産
や無形財はその企業に支配されているものであるため、買入のれん同様に、支配要件を
充たすと思われる。また企業全体で考えても自社の方針を決定することは可能であるた
め、支配要件を充たすと思われる。
最後の要件である経済的資源または将来の経済的便益に自己創設のれんが該当する
か検討したい。上で論じたように企業内部で創出された自己創設のれんは、対象となる
資産と結合して直接的または間接的に将来キャッシュフローを獲得する能力を有して
いる。その経済的便益は企業が独占的に支配、獲得することが出来るので、この要件も
内生のれんは充たすものと考える。
以上、自己創設のれんについて資産性の有無を検討してきた。自己創設のれんについ
ても 3 つの要件を充たし、資産性は存在すると考える。しかし自己創設のれんは買入の
れんと同じく、資産性を有しながらも財務報告の対象からは除かれている。これは財務
報告の目的という観点から財務報告の対象にはならないのであるが、これについては第
3 章第 1 節第 3 項で詳しく論じたい。
第3節 のれんの事後測定について
第１項 のれんを償却する考え方
前節まではのれんの資産性について検討してきた。本節ではのれんの事後測定、特に
償却・非償却及び減損について論じる。本項ではのれんの償却について触れる。のれん
の償却と非償却が、日本基準と米国基準、IFRS で大きく異なることは第 1 章で論じた。
さらに、その背景として、のれんについての考え方が大きく異なることが考えられると
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論じた。
そこで本項では、こののれんに対する考え方の違いを償却自体の意義、のれんの償却
手続、自己創設のれんの計上との関係の三点から考察し、のれんの償却・非償却につい
て検討する。
(1) のれんの償却自体の意義
企業結合会計基準では、のれんの償却自体の意義を 2 つ挙げている。1 つは「のれん
は超過収益力を表すものであるため、競争の進展によって通常はその価値が減価する費
用性資産である。将来の収益力によって価値が変動するのは、有形固定資産も同様であ
るが、売却ではなく利用に伴い回収を図る場合には規則的に償却すべきである」として
いる。のれんを超過収益力と定義し、のれんを有形資産のように利用して投下資本を回
収すべきものと捉えているのが大きな特徴である。
もう 1 つは「規則的な償却を行う方法によれば、企業結合の成果たる収益と、その対
価の一部を構成する投資消去差額という費用の対応が可能となる。すなわち、のれんは
投資した原価の一部であることに鑑みれば、のれんを規則的に償却する方法は、投資減
価を超えて回収された超過額を企業にとっての利益とみる考え方とも首尾一貫してい
る」としている。これは、収益費用対応の原則から、利益を算定するプロセスを前提に
してのれんの規則的償却を考えていると思われる。
収益費用対応の原則とは支出に基づく費用と収入に基づく収益を対応させるように
測定する考え方である。例えば、耐用年数 50 年、残存価額 100 の建物を 1000 で買った
としよう。残存価額 100 を控除した建物 900 の部分を 50 年以上に渡り使うので、その
年数に対応して毎期減価償却を行う必要がある。毎期減価償却するので、毎期 18 の費
用が計上されることになる。この 18 の減価償却費は、毎期計上される収益と対応する
こととなる。つまり 50 年に渡り、建物を使い続けることが収益獲得に貢献する以上、
その建物を使うことによる費用(減価償却費)も 50 年に渡り生まれる収益と対応させる
というのが、収益費用対応の原則である。この収益費用対応の原則や利益の算定からの
れんの償却を主張する考え方は、会計が本来、果たすべき役割に立脚していると思われ
る。この会計が持つ役割については第３章で論じたい。
(2) のれんの償却手続
続いて、のれんの償却手続に関して、のれんの償却の妥当性を見てみよう。企業結合
に係わる論点整理(以下、論点整理)では、「取得したのれんの耐用年数及び償却パター
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ンが予測不可能であることは、有形固定資産の減価償却でも同じであるが、設備等の有
形固定資産については、何らかの見積りにより、支出総額の期間配分によって減価償却
を行う。特に、企業による将来に対する見通しが償却の年数又はパターンに反映されて
いる場合には、有用な情報を提供でき得る。」とある。
ここでは、償却する年数や定額法、あるいは定率法、生産高比例法のように償却する
パターンに、この将来への見通しが反映されている場合は、有用性が付加されるとして
いる。ここでは、償却自体が、財務諸表利用者の意思決定に有用な情報を提供するか否
か、つまり償却の持つ有用性の有無が争点になると思われる。
さらにのれんの償却手続の考え方として、「のれんの価値が減価した部分の金額を継
続的に把握することは困難であり、かつ煩雑であると考えられるため、ある事業年度に
おいて減価がまったく認識されない可能性がある方法よりも、一定の期間にわたり規則
的な償却を行うほうが合理的である」としている。
ASBJ の論点整理によると、のれんの価値を減価した部分の測定の困難性を挙げてい
るこの論拠は、「事業年度ごとに、のれんの減価が全く異なる方法で認識されることよ
りも、一定の期間にわたり、規則的な償却を行うほうが合理的」と考えている。つまり
年度における収益と費用の対応がなされていないという方法を非合理だとしている。こ
の背景には、先ほど論じた収益費用対応の原則のように、費用と収益が対応することが、
将来キャッシュフローの予測に資するという考え方の存在があると思われる。
これは、対応された期間収益と期間費用の差額からもたらされる期間利益が、将来の
利益の予測、そして将来キャッシュフローの予測に貢献するという投資家の意思決定の
プロセスを前提としているためだと思われる。
また「企業結合後に生じる自己創設のれんにつながる支出の費用処理と、企業結合に
より生じる購入したのれんの償却とは別のものである。取得ではなく内部源泉によって
同じ価値を創設するためには、同程度の支出が必要であり、むしろ、購入したのれんの
償却により、その成長を内部源泉の企業と取得による企業を適確に比較できる」として
いる。これは、費やした費用の違いから、企業結合を境に、取得企業と被取得企業が要
した費用を区分して、より投資家の判断材料を与えることが、意思決定に有用とする論
拠といえる。
(3) 自己創設のれんの計上との関係
最後に自己創設のれんの計上との関係からのれんの償却を考えたい。「企業結合によ
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り生じたのれんは時間の経過とともに自己創設のれんに入れ替わる可能性があるため、
企業結合により生じたのれんの非償却による実質的な資産計上を防ぐことができる。」
と論点整理では述べられている。のれんを償却しないと、毎期の費用化が行われないこ
とになる。しかし費用化されずに資産として貸借対照表に残る以上、こののれんは収益
とも対応せず、ただ資産に計上されている項目になる。この計上はいささか、日本基準
にはない不可解な会計処理である。つまり、有形資産と同様に利用することで収益を生
む資産であるのれんを費用化せず、収益との対応も行われないまま、放置するという事
態が生じるのである。
理論上、のれんは識別可能な有形資産および無形資産ならびに識別不能な無形資産の
相互有機的な結びつきにより生じるシナジーである。また、企業結合によって実際に貸
借対照表に計上されているのれんは、理論上ののれんであるシナジーに加え識別不能な
無形資産が含まれる分類不能な資産である。シナジーの源泉としての識別可能な有形資
産と識別可能な無形資産、識別不能な無形資産、ならびに企業結合によって実際に貸借
対照表に計上されているのれんである分類不能資産に含まれる識別不能な無形資産は
時の減価に伴い、減価していく。
したがってそのような減価に伴い、それら識別可能な有形資産と無形資産および識別
不能な無形資産から生じるシナジーも、土地の非償却性の資産が源泉となっている例外
を除けば、減価していくと考えられる。つまり、シナジーの源泉である識別可能な有形
資産であれ、無形資産、そして識別不能な無形資産は皆、減価していくと考えるのであ
る。有形資産、無形資産、のれんは、どれも利用することで将来の収益を生み出すと考
える資産項目である。のれんを費用化して減価するという会計処理をせずに収益と対応
させないことは、そもそもののれんを貸借対照表に計上する意義がなくなるのである。
おそらく、のれんの非償却が自己創設のれんの計上につながるという論拠は、この前提
があるからであると思われる。
以上、のれんを償却する考え方をまとめると、のれんが有形資産や無形資産と同様に、
使用することで将来の収益獲得に貢献する資産であると考えていること、そして減価償
却することと収益との対応のつながり、また減価償却が持つ意思決定有用性の要素、そ
してのれんの非償却が自己創設のれんの計上を生むこと等の論拠が挙げられる。とりわ
け収益費用対応と自己創設のれんの計上への懸念という会計の持つ役割や財務報告の
目的という概念からこののれんを償却する意義を論じている点が顕著であるように思
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われる。
第２項 のれんを償却しない考え方
(1) のれんの償却自体の意義
次にのれんを償却しない考え方について論じたい。この考え方は、現行の米国基準や
IFRS において採用されている。ASBJ の論点整理によると、「のれんは、繰延税金資産
と同様に、将来の収益力によって価値が変動する資産であり、規則的な償却ではなく、収
益性の低下による回収可能性で評価すべきである」と考えられている。また「意思決定に
おいて財務諸表利用者はのれん償却費を無視しており、企業側も経営者の業績を評価する
にあたり、のれん償却費を考慮しないことが多いことから、のれんが償却期間にわたって
毎期均等に収益獲得に貢献するという想定は、経営の実態にかなった会計処理とは言えな
い。」としている。
つまりのれんは、将来獲得する収益力によって価値が変わるのだから、償却すること自
体がおかしい、そして償却すること自体が、投資家の意思決定に影響を与えるわけではな
いとする考え方が特徴といえよう。のれんの資産性を考慮しつつ、資産が持つ収益力に着
目している点が大きな特徴である。とはいえ、この考え方は収益費用対応と大きく異なる
ように思えるが、資産が持つ収益力、つまり企業が将来獲得する収益性や経済的便益を反
映する資産として、のれんを捉えている点では日本基準と同じだと考える。なぜなら、日
本基準でも、収益性が低下している場合、のれんを減損させる処理を既に採用しているか
らである。収益獲得と対応させるために、費用という会計処理を用いて、利益を算定する
という手法、つまり減価償却する会計処理が、他の有形資産とは異なり、のれんでは行わ
れないという点で大きく異なっているというべきかもしれない。
(2) のれんの償却手続
次にのれんの償却手続との関係について論じたい。のれんを償却しない論拠としては
「すべてののれんの価値が減少するわけではなく、減価する場合でも毎期規則的に償却す
ることは稀である。取得したのれんの耐用年数及び償却パターンは一般に予測不可能であ
り、恣意的な期間でのれんの定額償却を行っても、有用な情報を提供することはできない。」
というように、のれんを仮に償却しても、その償却年数が恣意的である点、定額で減価さ
せる点など、償却する前提は、実態を反映していないとして、有用性の観点から償却には
反対している。
IAS36 では、のれんを償却しない論拠を以下のように論じている。
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「取得したのれんの耐用年数及びのれんが減少するパターンは、一般に予測不可能であ
るが、償却はこのような予測によって左右されると考えた。その結果、ある任意の期間の
償却額は、取得したのれんのその期間における消費についての恣意的な見積もりであると
して表現するよりほかにない。」
例えば、20 年以内に償却するという現行の日本基準ののれん償却にせよ、この 20 年と
いう基準の客観性がそもそも本当に客観的な基準であるのかという問題が生じる。そもそ
も、のれんの性質自体が、その状況や企業や業界により変わるのであるから、上限とはい
え、年数を定めてまで償却する必然性があるのかは不明であろう。ならば償却せずに、毎
期減損テストを行い、のれんの価値が減損した際に、のれんを減額させればいいという論
拠は確かに一理あると考える。
また「のれんのうち減価しない部分が存在する以上、当該部分は経済的実実態を反映し
て非償却とすべきである。減価しない部分を分離するためには、見積りや按分といった要
素が介入するかもしれないが、分離不能な部分を含めて一律に規則的な償却を行う場合に
比べれば、弊害は相対的に小さいと考えられている。」として、のれんを分離して減価し
ない部分の存在を強調している。
こののれんの減価しない部分については、償却する側の論拠として、減損処理の困難性
が存在したが、それについては、「わが国でも減損基準が実際の会計基準に取り入れられ
てからすでに 4 年が経過しており、相当程度の実行可能性が確保されていることからする
と、価値の減少の継続的な把握が困難とは言えない。」としてその困難性を否定している。
確かに困難性を否定するのを減損基準の実行可能性を基に論拠とするのは一理ある。
(3) 自己創設のれんの計上との関係
最後に自己創設のれんの計上という関係については、のれんを償却しない考えは「のれ
んの非償却が自己創設のれんの計上につながる見方は、購入したんのれんが継続的に減少
し、事後的な支出と同時に価値が創出されるという仮定に基づいている」として、のれん
についての仮定が全く異なるとしている。加えて、「取得したのれんの価値がその後の企
業努力により維持されることを前提にすると、取得したのれんが自己創設のれんに置き換
えられることはあるとしても、取得したのれんの価値を維持するために費やされた費用と
のれんの償却費の双方が認識されることの有用性については疑問である。」として自己創
設のれんの計上を肯定しながらも、有用性の観点から償却する処理を認めていない。
また IAS36 にも以下の記述が存在する。
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「のれんが資産である場合、(例えば広告と顧客サービスに資源を消費することなどによ
って)企業がのれんの全体的な価値を維持できる場合には、企業結合において取得したのれ
んが消費され、自己創設のれんに置換されるということは一面の真実であることを認めた。」
つまり、のれんを償却しないことが、自己創設のれんの計上につながるということは
IASB の見解として認めているのである。しかし、以下のように論じている。
「しかし、当審議会は、公開草案第 3 号の作成時に到達した見解と一貫して、取得した
のれんに置き換わる自己創設のれんが認識されない一方で、取得したのれんの消費を表す
償却費用の有用性には疑問を抱いた。(中略)・・・すなわち、恣意的な期間でのれんの定
額償却を行っても、有用な情報を提供することはできない。」
以上、償却しない考えの論拠について見てきた。まずのれんは、資産であり、将来の収
益を生み出す概念と捉えていることは償却する側と大差ないと考える。大きく異なるのは、
のれんをどう財務諸表に反映させるかという手段の違いに求められると考える。償却する
側の論拠が、自己創設のれんの計上への懸念など会計が持つ役割や財務報告の目的に立脚
した考えが多かったのに対して、償却しない考え方は、償却する有用性への疑問という点
が論拠の特徴として挙げられると考える。とくに耐用年数が人為的である以上、この耐用
年数の下で、償却処理を行うことで得られる有用性は不明である。
第4節 まとめ
本章では、のれんについて過去から遡ってきた。まず論じたのが、のれん概念の変遷で
ある。具体的には無形財的のれん観、超過財的のれん観、残余的のれん観、シナジー的の
れん観の流れであった。19 世紀後半の無形財的のれん観におけるのれんとは、その店が事
業的な優位性やその店に対する愛着などが挙げられた。
しかし、20 世紀に入り、急速に経済が拡大し、経営者と顧客のみならず、投資家など様々
な利害関係者が現れるにつれて、企業の収益力開示の要求が高まった。利害関係者の増加
によって収益力の開示要求が高まり、のれんを超過収益力としてみる考えが普及したので
ある。
20 世紀後半に世界的に、会計基準の国際的調和化の動きが進み、各会計基準設定主体が
公表した公表物が非常に大きな影響力を持ち、そのなかで、のれんについての定義付けが
それほど行われず、そして企業結合が増加したことで、のれんの定義よりものれんの実務
的な会計処理に重きが置かれた。のれんを残余ととらえる残余的のれん観がこの時代のの
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れん観であった。
しかし、その一方で、のれんをシナジーとして捉える見方も提案されている。のれんと
は複数の資産がお互い機能したことにより生じるシナジーであるとする見解やのれんを構
成要素別に識別する考え方が提唱された。この考え方が 21 世紀にも入り、シナジー的の
れん観として現在に至っている。この節の最後には各国基準におけるのれんの会計処理の
変遷について言及した。
このようにさまざまなのれん概念の変遷から推察できるのは、のれんは様々な性質を含
むことである。第 1 節で、明らかにしたかったことは、なにより、のれんが分類できる要
素に乏しく、超過収益や残余、あるいはシナジーなど様々な性質を持つ項目であることで
あった。
第 2 節は、のれんの資産性を各基準における資産の考え方から論じた。すなわち、資産
の定義である三要件について、のれんがその三要件を満たし、資産項目であることを明ら
かにした。さらに、自己創設のれんに資産性があることを明らかにした。自己創設のれん
が資産性を有しながら、財務情報として計上されないことについては、第 3 章でくわしく
論じるとして、ここでは言及しなかった。
第 3 節では、本論文の主題であるのれんの償却と非償却の双方の考え方や意義、あるい
は根拠について考察した。のれんを償却する論拠としては、①費用収益対応の観点、②企
業の将来見通しを反映させた償却情報が投資家に有用であること、③償却により、自己創
設のれんの計上が防げることの三点を明らかにした。
反対にのれんを償却しない論拠としては、①のれんが毎期均等に収益獲得に貢献しては
いない、②のれんの価値が全て減価するわけではないこと、仮に減価しても、それはのれ
んの一部であり、また耐用年数や耐用パターンが不明なのれんを、無理やり恣意的な概念
で償却することの合理性がないこと、③自己創設のれんの計上については、確かに償却さ
れないことで計上される余地はあるものの、減価の有無や利用パターンが不明で、耐用年
数も把握できないのれんを、恣意的に償却することによる懸念を第一に挙げている。また、
のれんが減価する性質を持つという前提が存在するために自己創設のれんが入るという論
拠が出てくるとして否定している。
第 3 章では、のれん項目ではなく、財務報告の目的、および会計の役割という高い視点
からのれんを考察していきたい。
図表 4 のれんの性質、及び償却・非償却について
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償却する 償却しない
性質 利用による投下資本の回収。有形資
産の処理との整合性を重視。
将来の収益獲得力
償却の意義 収益と費用による期間対応を重視 のれんの均等償却が、経営の実態
を反映していない
償却の手続 取得したのれんの耐用年数及び耐用
パターンが予測不能なのは有形資産
の減価償却も同様。
企業による将来の対する見通しが償
却の年数又はパターンに反映されて
いる場合、有用な情報提供になる。
のれんが減価した部分の金額を継続
的に把握するのは困難かつ煩雑。
全てののれんの価値が減少する
わけではない。減価しても毎期規
則的に減少するのは稀。
耐用年数や償却パターンが予測
不能で、恣意性が入る以上、そん
な償却は有用な情報を提供しな
い。
減損処理の実行可能性が確保さ
れている以上、価値の減少の継続
的な把握が困難とは言えない。
減価しない部分の分離に見積も
りや案分のような恣意性が入る
とはいえ、一律に分離不能な部分
を含めて償却するよりはましで
ある。
自己創設の
れんとの関
係
計上されたのれんが自己創設のれん
に振り替わる可能性があり、その防
止には償却である。
償却はのれんを継続的に減少し、
事後支出と同時に価値が創出さ
れる仮定に基づいている。
出典 ASBJ「企業結合に関する論点整理」より引用
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第 3 章 財務報告の目的からみたのれん
第1節 概念フレームワークにおける財務報告の目的
これまでのれんそのものに焦点を当てて検討してきた。本章では、もう少し高い視点、
すなわち財務報告の目的という観点から、のれんについて論じたい。財務報告が誰のため
に提供されるのか、財務情報から投資家はどのように成果の予測や企業価値評価を行い、
意思決定を行うのかという観点からのれんを論じる。はじめに日本基準、米国基準、IFRS
における概念フレームワークにおける財務報告の目的を論じたい。
第１項 各概念フレームワークにおける財務報告
まずは ASBJ、FASB、IASB における財務報告の目的について論じたい。ASBJ の討議
資料「財務会計の概念フレームワーク」では「ディスクロージャー制度の一環として、自
己の責任で将来を予測し、投資の判断を行う投資家のために、ゴーイングコンサーンとし
て企業成果の予測と企業価値評価の役に立つような企業の投資のポジションとその成果を
測定して開示することである。」とある。FASB の Conceptual Framework for financial
reporting では「財務報告は、現在および将来の投資者、債権者その他の情報利用者が合
理的な投資、与信およびそれに類似する意思決定を行うに当たって有用な情報を提供しな
ければならない。」とある。なお、FASB と IASB は現在、共同プロジェクトを行ってい
るので、現在の FASB の財務報告の目的は、IASB と同じものとなっている。
三者とも、あくまで投資の成果の予測や企業価値評価を行う主体は、投資家であって、
経営者ではないということが想定されている。経営者が行うのは財務報告の目的に資する
かという制約条件をクリアした事実の開示である。経営者が開示した内容をもとに投資家
が自己責任で成果を予測し、企業価値評価を行うというのが前提とされる。企業経営者の
もつ相対的に優位な情報を開示させることで投資家との間の情報の非対称性を緩和し、資
本市場の正常な機能を確保するディスクロージャー制度の一環ととらえているのである。
ところで投資家は、開示された財務情報をどのように自己の意思決定に活かしているの
だろうか。そのプロセスについて検討する。
しかし、そのプロセスを検討する前提として、そもそも財務情報にいかなる質的特性が
存在するかを論じる必要があろう。投資家の意思決定の材料となる財務情報が持つ特性に
言及することで、その財務情報が投資家の意思決定に与える有用性や意義がより明確にな
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ると考えるためである。
各概念フレームワークで質的特性はやや異なるが、次項では ASBJ の討議資料、FASB、
および IASB の概念フレームワークを個別に検討する。
第２項 財務情報の質的特性
ASBJ の討議資料における主な質的特徴としては、頂点に「意思決定有用性」、それを
支える下位概念として、「意思決定関連性」、「信頼性」がある。さらに全体を支える概
念として「内的整合性」、「比較可能性」が存在する。他方、FASB や IASB の概念フレ
ームワークでは、基本的な質的特性は、「関連性」と「忠実な表現」である。補完的な質
的特性として、「比較可能性」、「検証可能性」、「適時性」、「理解可能性」が挙げら
れている。
(1) 「意思決定関連性」
討議資料「概念フレームワーク」において、意思決定の関連性とは「企業価値の推定
を通じた投資家による意思決定に積極的な影響を与えて貢献する」ことをいう(第 3項)。
この意思決定に貢献するというのは、会計情報に情報価値が存在する、すなわち会計情
報の入手で投資家の期待効用が改善されるという意味である。これが経済学でいう情報
価値の学術的な定義である。すなわち、斎藤[2010]では、追加情報が利用者の意思決定
を変えるときの限界的なペイオフの増分をその情報の価値とみて、その価値にてらして
意思決定関連性をとらえるとしている。
FASB の概念フレームワークでも、relevance の下位概念として、予測価値とフィー
ドバック価値が挙げられており、その relevance は、わが国でいう情報価値の存在に含
意されている。ちなみに FASB および IASB の relevance は、関連性のある情報は、利
用者によって行われる意思決定に違いをもたらしうるとされている。この違いをもたら
す要因として、財務情報が予測的価値と確認的価値を有することが挙げられている。予
測的価値と確認的価値は相互に関連し、投資家の意思決定の違いを生むとしている。
ASBJ の討議資料「概念フレームワーク」でも、明文化されてはいないものの、この
情報価値とは利用者が将来の結果を予測する過程で財務情報をインプットとして用い
る予測的価値と過去の評価についてフィードバック(確認又は改訂)する際に出てくる確
認的価値である。ただし、会計基準の設定局面において、新たな基準に基づく会計情報
の情報価値は不確かな場合も多い。このため、こういった情報のニーズが社会的に存在
する場合、暫定的に情報価値の存在を仮定し、基準設定が出来るようにした。このよう
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な情報価値の存在と情報ニーズの充足が「意思決定関連性」を支えている。
(2) 「信頼性」
次に「信頼性」について論じたい。ASBJ の討議資料「概念フレームワーク」におい
て、会計情報が投資家にとって有用であるためには、その情報を用いる投資家にとって、
安心して利用できるものでなければならない。それを要件として記述したのが「信頼性」
である。「信頼性」の具体的な意味は、「中立性」、「検証可能性」、「表現の忠実性」
の 3 つの下位概念に委ねられている。
中立性は、特定の利害集団に有利になる偏向性の防止を要求する。検証可能性は、測
定値である会計数値のばらつきを出来るかぎり小さくすることを要求する。会計情報に
は時として判断や見積りの要素が不可欠である。したがって、測定者により、測定値の
ばらつきが生じることが往々にしてありうる。そこで、そのようなばらつきを防ぐには、
「測定者の主観に左右されない事実に基づく財務報告が求められる」として検証可能性
を信頼性の下位概念に位置づけたと想定される。
表現の忠実性、は同じ対象には同じ表現を、異なる対象には異なる表現を要求する。
これは事実を会計データの形で表現する際に、生じる問題である。つまり多様な事実を
少数の会計項目に分類する際に、その分類に多様な解釈の余地があるがために、その分
類結果である会計項目の数値が、事実を反映しないということが生じかねないという問
題である。このような事態を避けるには、事実と会計上の分類項目との明確な対応関係
が必要となる。そこで「表現の忠実性」も信頼性を支える下位概念として重視される19。
この３つの下位概念を充たす情報が「信頼性」を具備する情報であると言えよう。
次にこの「意思決定関連性」と「信頼性」の関係について検討したい。この 2 つの関
係について、ASBJ の討議資料では「意思決定関連性と信頼性は同時に充たすことが可
能な場合もあれば、両者の間にトレードオフが生じることもある20。」としてトレード
オフ関係が生じうることを強調している。また「両特性の間にトレードオフの関係がみ
られる場合は、双方の特性を考慮に入れたうえで、あらたな基準のもとで期待される会
計情報の有用性を総合的に判断することになる。」としている。
この文からは、ある特性が相対的に重視され、他の特性が相対的に軽視される状況、
19 もっとも表現の忠実性が意思決定有用性アプローチにおいてどのような意義を有している
かは学界でも未だ十分には解明されていない[徳賀(2004)]
20 例えば、測定に主観が入る見積り情報の場合が想定されよう。
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問題状況によって重視される特性が変わりうることを許容しておくほうが、将来の基準
設定の際に、柔軟な対応が可能になると判断したからと読むことができる。両者の関係
を状況に応じて、どちらの特性を重視すべきかを決める柔軟性を強調することで両特性
のバランスを保とうとしている。しかし、「期待される会計情報の有用性」についての
考え方の違いが、現在、日本基準と海外の会計基準との考え方や会計処理の相違という
点で表面化しているのも事実であろう。
有用性の違いについて、たとえば、のれんの償却と非償却でもたらされる利益の相違
を挙げたい。この場合に想定されるのが、算定される利益の性質に相違が生じることで
ある。仮に、のれんを他の固定資産と同様に減価償却することで、収益費用の対応が図
られるので、そこから生まれる利益は、性質上、他の有形資産の会計処理から生まれる
利益と同じ性質の利益がのれんから算定され、損益計算書に計上されることになる。
しかし、のれんを償却せずに、毎期減損テストを行う処理を行う会計処理であれば、
こののれんから生む利益は、収益との対応が行われていない利益である。のれんの償却
が行われないことで、同じ損益計算書に性質の異なる利益が混在して損益計算書に計上
される事態が生じる。期待される会計情報の有用性にしても、どこに重点を置くかで、
変わってしまう。
この場合は、前者のように、のれんを他の有形資産と同様に減価償却することで算定
される利益の質を重視するか、それとも、他の有形資産とは違い、減価や耐用年数や消
費パターンが不明なのれんの性質を重視して、償却を行わずに毎期減損テストを行う後
者かの違いである。あえていえば、前者は利益の性質という面で、意思決定関連性を重
視、後者については、のれんの性質を重視している点で信頼性にやや重きが置かれてい
るように思われる。以上のように、会計情報の有用性の違いが、会計処理の違いという
事実で表面化しているのである。
ここまで、ASBJ の討議資料「財務会計の概念フレームワーク」における会計情報が
具備する質的特性について論じた。そこで、FASB と IASB の概念フレームワークの質
的特性についても触れていきたい。
2010 年に公表された FASB と IASB の共同プロジェクトによる概念フレームワーク
で、基本的な質的特性として、「関連性」と「忠実な表現」が挙げられていたことはす
でに述べた。予測的価値と確認的価値の存在が、投資家の意思決定に関連する、すなわ
ち違いを生じさせるのである。予測的価値と確認的価値については、すでに述べたので
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ここでは割愛し、忠実な表現について捉えたい。
忠実な表現とは、財務報告書が有用であるためには、関連性のみならず、その報告書
が経済事象を忠実に表現しなければならないという考えから生まれる。忠実な表現とは、
完全性、中立性、誤謬がないという三つの要件が必要とされる。完全性とは、必要な記
述および説明の全てを含む描写される事象を理解する上で、利用者が必要とする情報を
全て含むということである。中立性とは、財務情報の選択または表示において偏向がな
いことをいう。誤謬がないというのは、全ての点において正確という意味ではなく、現
象の記述に誤謬または省略がなく、報告される情報を作成するために用いたプロセスが、
そのプロセスにおいて誤謬なく選択され、適用されたことを意味する。
FASB や IASB の質的特性の適用プロセスとして、関連性と表現の忠実性の二つを具
備する場合は、そこで終了し、二つを満たさない場合は、関連性の高い情報を用いて適
用を行う。2010 年では、意思決定関連性にやや重きが置かれている。
(3) 「内的整合性」
次に内的整合性について論じる。ASBJ の討議資料「概念フレームワーク」では「会
計情報が利用者の意思決定にとって有用であるためには、会計情報を生み出す会計基準
が内的整合性を満たしていなければならない。」としている。
内的整合性とは個別の会計基準が会計基準全体を支える基本的な考え方と矛盾しな
いことをいう。会計情報が利用者の意思決定にとって有用であるためには、その情報を
生む会計基準の内的整合性を充たす必要がある。つまり、会計基準間において、概念フ
レームワークなどの会計基準を支える基本的な考え方と矛盾がない基準から生まれる
会計情報だからこそ、利用者の意思決定に有用であるという考えと言ってよいかもしれ
ない。
(4) 「比較可能性」
次に比較可能性について論じたい。ASBJ の討議資料「概念フレームワーク」では「会
計情報が利用者の意思決定によって有用であるためには、会計情報には比較可能性がな
ければならない。ここで比較可能性とは、同一企業の会計情報を時系列で比較する場合、
あるいは、同一時点の会計情報を企業間で比較する場合、それらの情報比較に障害とな
らないように会計情報が作成されていることを要請するものである。
そのために、同様の事実(対象)には同一の会計処理が適用され、異なる事実(対象)には
異なる会計処理が適用されることにより、会計情報の利用者が、時系列比較や企業間比
47
較にあたって、事実の同質性と異質性を峻別できるようにすることを求めるものである」
とされている。比較可能性は、形式基準だけに基づいて一律に画一的な会計処理を要請
するものではないとしている。
裏返すと、同じ比較可能性の要請に基づいて、状況に応じた会計方法の使い分けが求
められることもあるということになる。例えば、全く同じ資産を保有している場合でも、
売買目的で保有している場合と、自己使用の目的で保有している場合とでは、そこから
期待される企業の将来キャッシュフロー(金額、タイミング、及び不確実性)は全く異な
る可能性がある。財務報告の目的を達成する上で、投資家の意思決定に有用な会計情報
を提供しようとすれば、このような企業活動の実態や取引の実質を考慮し、その違いを
適切に反映するため、異なる会計処理の適用が要請されることとなる。
第３項 各概念フレームワークにおける自己創設のれん
(1) 財務報告における自己創設のれん
つぎに、財務報告で自己創設のれんが計上されない論拠について論じたい。なぜなら、
第 2 章第 2 節でみたように、自己創設のれんが資産性を満たしながらも、各基準とも財
務情報としてオンバランスされていない項目であるためである。まず改めて自己創設の
れんについての定義を明確にしよう。資産の利用価値は、その利用から得られる将来キ
ャッシュフローを測定時点の割引率で割り引いた測定値であり、営業上固有のメリット
を考慮し、報告主体が主観的に期待した使用価値である。
したがって、この価値には測定時点の市場価格に加えて、それを超える無形ののれん
価値を含んでいる。こののれん価値こそ、自己創設のれんに該当する。利用価値と特定
の流通市場で成立している価格、つまり市場の参加者の平均的な期待が反映された価格
である市場価格との差額である超過収益力こそ、自己創設のれんである。
買入のれん同様、自己創設のれんに資産性があることは既に論じた。しかし、自己創
設のれんは財務報告の対象とされていない21。 ASBJ の討議資料「財務会計の概念フ
レームワーク」においても自己創設のれんが資産性を有することは認められている。し
かし、FASB や IASB の概念フレームワークと大きく異なる要素として、構成要素の定
義は財務報告の目的と財務諸表の役割に適合するかぎりで意味を持つとされ、財務報告
の対象となる項目は財務報告の目的の達成に寄与し、財務諸表に期待される役割を果た
21 FASB や IASB では自己創設した無形資産の資産計上は認められていない。(SFAS,142
号,para10,IAS,NO.38,para.48)
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すものに限定されている。(第 3 章、序文、第 3、17 項)
続いて FASB、IASB における自己創設のれんについても論じたい。両基準において
も自己創設のれんに資産性があることは認められている。FASB では、定義や測定可能
性、目的適合性、信頼性などの認識基準を満たし、かつ一般的制約であるコストベネフ
ィット及び重要性の判断をクリアした項目のみ、財務諸表に認識される。
(SFAC,No.5,paras.63-77) したがって、自己創設のれんがこれらの基準を満たさなけれ
ば、財務諸表に資産計上されることはない。
同様に IASB でも、定義や将来の経済的便益の蓋然性、測定の信頼性などの認識基準
と重要性の判断が必要とされ、資産の定義を満たしても、これらの基準を満たさなけれ
ば、財務諸表には認識されないことが示唆されている。(IASB 概念書,paras.50,82-98)
このように従来の FASB や IASB の概念フレームワークでは、自己創設のれんは認
識・測定の段階で除かれる形となっている。つまり、日本基準のように財務報告の目的
に資するか否かが判断基準とはなっていないのである。企業結合の際に、取得企業が取
得した無形資産も、識別可能性の要件である分離可能性や契約またはその他の法的権利
から生じるといった要件のいずれかを充たせば、のれんから分離されて、独立した無形
資産として計上されるのである。
しかし、この識別可能性による分離は、企業結合で計上されるのれんという識別不能
な資産から極力、識別不能な要素を排除したいようにも取れる。利用パターンも用途も
耐用年数、減価の有無も不明なのれんとして全部まとめてオンバランスするよりも、契
約や法律の権利など、用途や利用パターンがある程度、識別できる無形資産を極力区分
してオンバランスし、のれんが、オンバランスされることを極力避けたかったことを示
唆しているのではなかろうか。
(2) のれんの非償却や全部のれんと自己創設のれんとの関係
2010 年に IASB と FASB の共同プロジェクトにより、公表された概念フレームワーク
において、自己創設のれんの計上が明確に否定された。したがって、ASBJ の討議資料「概
念フレームワーク」同様に、自己創設のれんは計上されないことが明文化された。しかし、
先ほどから見てきたのれんの非償却や全部のれんの論点が果たして自己創設のれんの計上
に該当するか否かは議論の余地が残されていると思われる。
前述したように、のれんを償却するという論拠自体が、のれんは継続的に減少するとい
う前提に立っているから成立するものであると言えなくもない。加えて、のれんが毎期均
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等に減価していくことが経済的実態を反映してるかは甚だ疑問であるし、そこから得られ
た会計情報に信頼性が付与されていない、つまり信頼性がない以上、それは有用性を持た
ないという見方もできると思われる。
全部のれんについても同様である。企業買収の際に、一部を取得した場合、取得した一
部のみののれんを財務諸表に計上する、つまり部分のれんが日本基準では採用されている
ものの、実際には、その企業だけでなく、少数株主持分を含めたシナジー効果を期待した
うえでの企業結合という経済的実態も少なからず存在すると考える。そのような場合、部
分のれんという会計処理が、連結集団の財務諸表を利用する投資家に対し、関連性や信頼
性を担保した有用な情報を提供しているかは疑わしい。
とくに、日本とは異なり、FASB や IFRS では、会社を支配している以上、少数株主の
持ち分や少数株主損益も、取得した企業の資本や損益として、実現したものととらえるの
である。現行の日本基準では、このような少数株主持分、具体的には少数株主損益は実現
していない、つまり取得した企業のものではない利益ととらえて包括利益として扱われて
いる。上記の論点については、日本と FASB や IASB との間で、利益の有用性や自己創設
のれんへの考え方、あるいは会社を支配するのは誰かといった考え方の違いを踏まえたう
えで議論されているように思われる。
第４項 投資家による意思決定のプロセスと会計の役割
投資家が、自己資金をどのように投じるか、その判断の根拠として財務情報は、大切で
あろう。しかし、投資家はその財務情報をどのように用いているのであろうか。投資家が
企業活動に期待すること、それは企業がいかに収益という成果を挙げるかということであ
る。企業活動を通じて、企業が成果を得て、その成果の一部から配当という形で投資家も
成果を得るというサイクルである。投資家は、当然としてその成果を期待して投資を行っ
ていると考えられよう。
では投資家は、どのような手段で投資先の企業が、成果を挙げると予測できるのだろう
か。ここで必要とされるのが、企業が挙げる成果、つまり将来キャッシュフローはどれく
らいかという予測である。そこで将来キャッシュフローの予測が投資家の意思決定に有用
であるということになるのである。
さきほど、情報価値に言及した際にも取り上げたが、この企業の将来キャッシュフロー
の予測をするには、この企業がこれまで過去にどれだけの成果を挙げてきたかという過去
の実績が基になろう。過去にこれだけ成果を挙げているならば、将来この企業はこれだけ
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成果を挙げるという予測も生まれると考える。したがって過去のデータ、つまり過去のキ
ャッシュフローや過去の利益が、その予測の判断材料となるわけである22。これは、財務
情報が、過去の実績に基づいて、投資家の予想を改訂するフィードバック価値、そして将
来キャッシュフローの予測に資する予測的価値を持つことを意味する。
もし期間という概念が存在せずに企業が永続的に継続するという仮定の下、その企業の
将来キャッシュフローの予測を行うとしたら、参考材料となるのは、企業がこれまで獲得、
支出したトータルの過去キャッシュフローである、しかし、期間が存在する以上、特定の
期間におけるキャッシュフローの動きで企業活動の成果を測るのは難しい。というのもキ
ャッシュフローの出入りというのは、期間によって大きく異なってしまうからだ。
例えば、ある期に多額の現金支出をしたとしよう。その際にすぐに成果を獲得できれば、
何ら問題は生じないが、企業活動の場合、その支出した部分が成果として実現するのは随
分後のことになることも多々ある。したがって、企業活動をキャッシュフローで測定しよ
うとすると、正しい形では企業活動を反映しない23。そこでキャッシュフローではなく、
別の概念で企業活動を測定する必要が生じ、そこで生まれるのが利益という概念である。
利益とは、収益から費用を引いた金額である。利益を測定するためには企業活動を人為
的に一定の期間に区切り、その期間を所与として、期間内における収益と費用を算定する
必要がある。この期間内における配分が利益の算定には不可欠である。そこで現金支出を
各期間に配分するといった作業が必要になり、これこそ会計が本来持つ役割なのである。
会計は一定の期間における収入と支出を対応させ、利益を算定し、その利益が、投資家の
意思決定の材料となるのである。建物の支出を各期間に配分し、減価償却するのもそれが
利益を測定するためである。
では利益の測定がどう将来キャッシュフローの予測につながるかについて論じたい。利
益が企業活動を期間ごとに区切ることから生じるというのは既に述べた。したがって、そ
の企業活動を期間に区切っているだけであり、期間という区切りを取り除き、全体で見れ
ば、キャッシュフローと利益の額は一致するのである。
したがって、過去キャッシュフロー自体の金額は変わらず、期間ごとに区切っているた
22 斎藤[2010]では、投資情報としての企業成果は、現状では恒久利益を推定できるようにキャ
ッシュフローを配分した純利益で測られているとしている。またバランスシートの情報は、投
資の規模や負債のリスクの開示で、利益情報を補完する役割を果たしているとしている。
23 資産の購入や売却など、企業活動自体は反映されるが、企業の営業活動や企業が、特定の期
間において得た収益や費用が不明瞭になるということである。
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め、収益費用が対応し、期間ごとの利益である成果を把握することが、財務諸表利用者に
は可能になる。つまり、将来キャッシュフローを過去利益から、将来利益の予想を通じて
把握できるのである。
しかし、期間を区切るから収益と費用の対応が起きるというのは違う。期間を区切る、
つまり期間ごとの収益と費用を算定するためには、収益と費用の計上の方法が重要になる。
ここで生まれたのが発生主義会計である。
これに対して、発生主義会計を論ずる前段階として、区切りのない、つまり現金の収入
と支出に応じて計上していく方法を現金主義会計という。これは上述したように、企業に
入った金額と出た金額を事象の発生に応じて計上していく手法である。もし仮に期間損益
を求めるのではなく、単に企業の収支のみを求めるのであれば、この方法でよい。
しかし、この現金主義では、その期にいくら儲けて、いくら損が出たといった情報は手
に入らない。この現金主義こそ、キャッシュフローで企業活動を把握する方法に他ならな
い。
現金主義とは違う形で、生まれたのが発生主義である。発生主義とは現金の収入や支出
とは関係なく、期間ごとに区分した収益や費用を発生した事実に応じて計上していく方法
である。
例えば、商品の売買が成立し、買い手に商品が届いた時点、あるいは売り手が商品を発
送した時点で売上(収益)に計上するのが発生主義会計である。この際に出てくるのが、先
ほど触れた期間継続であり、期間による区切りである。
期間内に発生した事実を追うことで収益と費用の期間発生額を求め、その差額で期間損
益を算定するというのが主な流れである。基本的に企業活動は支出を行って投資し、投資
による産出物を売ることで収入を得るというのが通常である。企業が行う営業活動を、収
益と費用の対応関係として、財務情報に反映させた情報こそ、発生主義会計であると考え
る。もっとも、事実の認識や、収益と費用の期間帰属についての決定の要素として現金の
裏付けがあるかどうかで判断する実現主義という概念が重要になるが、この実現主義につ
いては、ここでは触れない。
まとめると、現金主義会計であろうが、発生主義会計であろうが、トータルの企業の収
益と費用は変わらない。しかし、現金主義のように現金の出し入れの事実から収益費用を
計上するのでは、期間帰属という点であまりにボラティリティーが大きい。そこで発生主
義のように経済価値の増加または減少の事実を期間ごとにとらえることで、このボラティ
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リティーを平準化するのである。この平準化から期間損益が生まれ、期間利益の算定につ
ながり、投資家にとっても、この企業がどれだけの収益力を今後あげるかといった予測に
つながるのである。
これを踏まえて将来キャッシュフローの予測に目を向ければ、投資家が将来キャッシュ
フローの予測のために将来利益の予測をするというプロセスが浮かび上がってこよう。過
去利益を基に、企業に期待する投資の成果を予測したり、残余利益モデルや総資本モデル
を用いて、投資対象となる企業の企業価値評価を算定することで意思決定の判断を行って
いる。
ここまで投資家がどのように投資の意思決定を判断しているかについて利益概念や会
計の役割に照らして論じてきた。過去キャッシュフローでは企業活動の成果を捕捉できな
いので、人為的に期間を区切り、その期間内に収益と費用を配分し、利益という概念を生
み出し、過去キャッシュフローを把握できるようにしたのであり、その配分こそが会計が
果たした役割なのである。そしてその利益が将来利益の予測、そして将来キャッシュフロ
ーの予測へとつながるのである。
第2節 利益の性質と有用性
本節では、のれんの償却・非償却を論ずる際に最も影響を受けると思われる利益の性質
及び有用性について論じたい。
第１項 利益の性質
利益とは、収益と費用の差額のことである。これを、継続企業を前提とした企業活動
に置き換えてみると、企業が成立してから、投資家から拠出された資金を用いて企業が
営業活動を行って得た収益と、その獲得に要した費用の差額を企業が獲得した利益と定
義できる。
しかし、ここで大切なのは、財務諸表に計上される利益とは期間配分された利益であ
ることに留意することである。つまり、財務諸表上に存在する利益とは、その期間にお
いて発生したと擬制して計上されているにすぎないのである。さきほど、投資家の意思
決定のプロセスについて論じた中で、期間配分された利益を基に、企業の持つ将来キャ
ッシュフローを予測し、投資家は意思決定を行うというプロセスを紹介した。この期間
配分して求められる利益について次に見てみよう。
(1) 経済的所得について
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期間配分されることで算定される現行の会計上の利益が持つ特性について論じたい。
意思決定に関連性がそれほどはないにせよ、この特性を論じるには経済学上の所得概念
に触れる必要がある。なぜなら、範囲の違いはあれど、企業が得た利益とは、企業の所
得であると考えられるためである。斉藤[2010]によると、所得概念については、Hicks
や Kaldor が論じている。Hicks は所得概念について、「ある期間の所得とは、その期
間に消費してもなお期末において期首と同じように裕福であることを期待できる最大
額である」と考えていた。つまり、期首の資本価値を期末に維持した余剰と言える。
この資本価値に依拠した所得の定義では、同じように裕福であり続けるには、所得は
単なる資本価値の増分ではなく、当期に消費でき、しかも次期以降の将来にも同じ額を
消費できると期待される最大額でなければならない。所得の大きさは、期末の資本価値
が期首のそれを超えた分から、将来に対する期待の変化によって生じた価値変動分(ウィ
ンドフォール)＝期待外の利得を除いた額になる。
このウィンドフォールはなぜ、所得の概念から除かれてしまうのであろうか。それは、
期待外の利得を消費しても、期首の資本価値は期末において維持されるが、次期以降の
将来期間に同額の期待外の利得を消費しても資本価値を維持することが期待できなく
なるためである。ウィンドフォールとは、期首に期待した期末の資本価値と期末に実現
していた実際の資本価値との差額である。
斉藤[2010]によると、これを期首と期末の資本価値の差から除いたのが所得であると
いう。この所得は、期首における期待による所得であるので、事前の所得と呼ばれる。
この事前に期待した所得の事後の実現値は、ウィンドフォールを含んだ資本価値の増加
分であらわされる。しかし、斉藤[2010]は、Hicks の「行為(conduct)にとってレリバン
トな所得は、常にウィンドフォール・ゲインを除外していなければならない」を引用し
て、ウィンドフォールは、それが生じた期間の所得ではなく、むしろ将来の期間の所得
を高めるものとみられる必要があるとしている。さらに斉藤[2010]は、ウィンドフォー
ルを含む価値の増分は客観的に測定しやすい性質を持ち、企業会計で用いられる包括利
益も、この一類型であろうとしている。
つまり、現在の価値と過去の価値が単純に比較されているに過ぎず、そのウィンドフ
ォール自体が、投資家の意思決定との関係性がないのである。投資家の意思決定は、過
去の利益情報から企業価値、つまり企業が生む将来キャッシュフローを予測し、意思決
定を行う以上、このウィンドフォールの情報は不要であることを、所得概念から Hicks
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は指摘しているのである。
(2) 会計上の利益について
この所得概念を基に、次に会計上の利益について論じたい。現行の会計基準において
利益とは純利益と包括利益が存在する。上述した Hicks の所得概念によれば、この所得
概念と合致する会計上の利益は純利益ということになろう。純利益とは期間配分された
収入と支出の差額に実現という性質を賦与させることで、投資が持つリスク、つまり事
前の期待分の収入を獲得できない要素を排除した利益を会計上の利益としている。した
がって、いまだ実現していない利益、ウィンドフォールは純利益にはなりえない。この
純利益こそが意思決定に有用であるという論調がある。
包括利益とは、純利益に資産の価値変動を加えた数値を表わす。包括利益を計上する
ことで、特に企業の資産や負債、あるいは純資産といった貸借対照表が企業が持つ企業
価値が市場価値に近い数値になるという側面がある。その情報は企業の将来キャッシュ
フローの予測に資するという論調、あるいは包括利益を計上することで、資産項目や負
債項目の数値が、市場が決定する価格、つまり時価になることで、客観性が賦与される
という論調もある。
しかし、第 3 章の財務報告の目的では、企業価値を推定するのはあくまで投資家の役
割であるとしていた。日本基準も米国基準も IFRS も、財務報告の目的については共通
しているのである。そもそも、貸借対照表にオンバランスされる資産や負債項目におい
ても、事業投資や金融投資のように性格の異なる項目が混在しており、それを一律に時
価評価することが、企業価値を示すことにつながるという理屈は成り立つまい。また投
資家が自己責任の下、企業価値を推定して意思決定する以上、測定、そして財務報告の
目的から鑑みても、わざわざ包括利益を計上し、投資家に開示する意義は乏しいと思わ
れる。
第２項 利益の有用性と私見
会計上の利益について、純利益と包括利益について論じた。ここでは私の見解を述べ
たい。財務報告の目的における有用な情報とは、投資家の意思決定に有用であることは
既に論じた。この観点から考えれば、意思決定に有用であるという実証研究が多くなさ
れている純利益のほうが、投資家にとって有用であると考える。
現在に至るまで、様々な研究がなされたが、秋葉[2011]では、エンタープライズバリ
ューモデル(EV モデル)による利益の算定から、投資の性質に基づいた利益の算定が可能
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という点で純利益の有用性を論じている。事業投資や金融投資など、投資には異なる性
質が存在し、それに応じた利益情報の開示が、投資家の意思決定に有用であるとしてい
る。
包括利益のように、純利益以上に不確実な利得を含めた利益、たとえば、その他の有
価証券評価差額金や繰延ヘッジ損益も利益として扱われるのは意思決定に与える有用
性という面で説得力に欠けると思われる。また、貸借対照表にしても、資産項目や負債
項目を時価評価することで、客観性を担保できる可能性はあるが、項目の性質を無視し
て時価評価して得られるストック情報が意思決定に有用であるかどうかは疑問である。
これまで財務報告の目的、投資家の意思決定のプロセスや所得概念から、財務報告と
は投資家の意思決定に資すること、利益とは、キャッシュフローが期間配分されて算定
されること、そして過去の利益情報を基に投資家が意思決定を行っていることに触れて
きた。こういった投資家の行動や利益概念を鑑みると、純利益に比べて、包括利益の情
報の持つ有用性の根拠に乏しい24。
企業が獲得した収益と、その収益を生むために費やした企業の費用が対応させること
から生まれる純利益のほうが、企業の将来キャッシュフローの予測や企業にどれだけ収
益力があるのかを予測するうえで、期待外の利得の概念を含む包括利益よりも有用性が
あると考える。
なぜなら、企業そのものが持つ収益性を反映するというよりは、その時点における市
場の評価など、その企業が想定していない、つまり期待外の要素が入る余地が十分想定
され、包括利益は、必ずしも、企業の将来キャッシュフローや収益力を反映した数値と
は考えられないからである。
以上の結論として、純利益を求めることが投資家の意思決定に大きく影響を与えるの
で、それを算定する一要素となりうるのれんの償却・非償却の会計処理の違いは利益の
性質から鑑みても重要になりうるのである。
第３項 自己創設のれんが計上されない論拠
続いて、自己創設が計上されない論拠について論じたい。まず、投資判断を行う投資家
のためにというのが大きな前提である。したがって、投資家の投資判断に資するという財
24 もっとも、今後、研究が進み、包括利益に何らかの有用性が存在する実証が出てくるかもし
れない。しかし、現行の財務報告では純利益、包括利益の双方を開示しており、この情報さえ
あれば、どちらが有用であるにせよ、投資家にとっては十分であると思われる。
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務報告の目的を達成するため、経営者が行うのは基本的に事実の開示である。この事実の
開示に基づき、投資家は自分の予測にインプットして意思決定を行っている。つまり情報
を得て、判断する主体はあくまで投資家にあり、経営者にはない。
自己創設のれんは資産の利用価値が市場価格を超える部分、つまり、経営者による予測
結果が反映されており、これは事実には該当しない。自己創設のれんは、いまだ実現して
いない要素を持つ資産である。したがって「自己創設のれんの計上は経営者による予測の
自己評価ないし自己申告を意味し、事実の開示という財務報告の目的に反するのである。」
(第 3 章,脚注 14)としている。
企業結合においてのれんが算定されるのは、本論文の序章で論じた。日本基準において
自己創設のれんが計上される可能性があるのは、のれんの非償却の場合、減損の戻入の場
合、それから全部のれんとする場合であると思われる。本論文では、のれんの償却・非償
却が主題であるので、その部分について最終章で改めて論じる。
以上のことから、経営者が想定する自己創設のれんは事実の開示には該当せず、そもそ
も経営者自身が、この自己創設のれんを加味して自ら企業価値を予測して情報開示するこ
とは、斎藤[2010]の言うように、証券会社が証券価値の判断を自ら行い、顧客である投資
家に提示することと同義である。よって自己創設のれんは、財務報告の構成要素にもなり
えず、財務報告の目的にも合致しないのである。したがって、かりにそのような自己創設
のれんを加味した項目を資産に計上したり、その後の償却処理で発生する費用や、そのう
えで算定される純利益に有用性は生まれないと考えるのである。
第3節 他の資産項目の減価償却処理との比較
第１項 有形固定資産
ここまで、財務報告の目的から、投資家の意思決定のプロセスや利益の有用性を検討し、
さらには財務報告の観点から、自己創設のれんがなぜ財務諸表に計上できないかについて
論じた。しかし、その結果、そもそも財務報告の目的や自己創設のれんの非計上について
は、日本も FASB や IASB も同様であった。それでも会計処理に差が生じるのは、のれん
という項目の考え方や会社を誰が支配しているのかという考え方の違いであると考えた。
そこで視点を変えて、第 2 章で論じたのれんの償却と非償却を減価償却が会計情報に与
える有用性から分析してみたい。のれんの償却・非償却で争点となっていたのが、のれん
を償却する資産として考える日本基準とそもそも償却する意義に疑問を抱く FASB や
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IASB の基準という対比であった。本章で、財務報告の目的や財務報告におけるのれんに
ついて検討してきたので、資産を減価償却することの有用性について本項で検討したい。
(1) 減価償却が具備する性質
まずは減価償却について触れたい。減価償却とは、企業が保有している建物や車両のよ
うな有形資産や営業権などの無形資産を耐用年数に応じて、各期均等に費用配分する会計
処理のことである。「企業会計原則と関係諸法令との調整に関する連続意見書第三 有形
固定資産の減価償却について」では減価償却は以下のように定義されている。
「資産の取得原価は、資産の種類に応じた費用配分の原則によつて、各事業年度に配分
しなければならない。有形固定資産は、その取得原価を当該固定資産の耐用期間にわたり、
一定の減価償却方法によつて各事業年度に配分し、無形固定資産及び繰延資産は、有償取
得の対価を一定の償却方法によつて各事業年度に配分しなければならない。」
のれんも識別不能であるとはいえ、資産の要件を充たすので、日本基準では他の有形資
産や無形資産同様に資産項目として減価償却の対象となる。
梅原[2000]によれば、減価償却には以下のような性質があるといわれる。すなわち、「①
価値下落としての性質、②価格下落としての性質、③物理的減耗としての性質、④計画的
配分としての性質の４つである。梅原[2000]は、①価値下落の価値とは、資産の使用で当
該企業にどれだけの将来キャッシュフローをもたらすかという観点からの減価償却である。
一般的には割引キャッシュフローによる測定が行われる。②は市場価格、交換価値による
測定を意味し、③は物理的減価に着目した減価償却であり、生産高比例法として知られる。
④は一定の方法を事前に確定しておいて期間を基準として計画的に配分する方法であり、
定額法や定率法がこれに該当すると分類している。
また「連続意見書三」では、減価償却のもっとも重要な目的について、適正な費用配分
を行うことで、毎期の損益計算を正確ならしめることであるとしている。このためには、
減価償却は所定の減価償却方法に従い、計画的、規則的に実施されなければならず、利益
に及ぼす影響を顧慮して減価償却費を任意に増減することは、正規の減価償却に反し、曽
根木計算をゆがめることであるとしている。このように減価償却は企業の損益計算を算定
するために存在しているかのような節さえ、感じられる。
IFRS では、減価償却について IAS16 号で「有形固定資産項目の減価償却は、全体の取
得原価に対して重要となる取得原価を持つ構成部分について、個別に実施しなければなら
ない。」としている。また減価償却の際、残存価額、耐用年数、減価償却方法は少なくと
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も各年度末に見直さなければならないとしている。
日本基準における減価償却との大きな違いは、再評価モデルと呼ばれる評価方法を用い
ることができることである。つまり、日本基準のように、有形資産を取得した際に要した
費用を、以後規則的に償却する方法に加えて、毎期見直すことができる評価法を用いるこ
とができるというものである。
このように減価償却の方法についても、日本基準のように規則的に償却する方法のみに
対して、IFRS はその資産を毎期末ごとに再評価したり、原価モデルにおいても、その資
産の価額や減価償却累計額や減価償却の方法も見直したりする、のれんの減損テストのよ
うな処理を IFRS は定めている。
日本基準と IFRS のこの有形資産の会計処理の違いは、のれんの償却・非償却の処理の
違いとも何らかの関係があるように思われる。特に取得原価に基づいて規則的に、費用を
配分する考え方と、償却はせず、毎期収益性などから資産の価値を再評価する考え方はま
さにのれんのそれぞれの会計処理と共通25している。もっとも、日本基準は、耐用年数や
残存価額などの見直しを要求していたり、IFRS は、原価する処理と再評価できる処理を
選択適用できる面があるので、そのまま、これを単純にのれんにあてはめてるとは言えま
い。しかし、日本基準も IFRS ものれんを有形資産と同じような性質を持つとみなし、有
形資産の償却、あるいは非償却の考えが、のれんの処理にも、一部反映されていると思わ
れる。
日本基準と IFRS における減価償却について見てきた。どちらの基準でも減価償却の会
計処理は対象物の減価を物質的減耗や機能的減耗という要件の下、行われている。しかし、
この減耗という事象をどのように数字として反映させるかは非常に困難である。有形資産
には建物や車両といった固定資産がその対象となるが、確かに使えば、その物体としての
価値や機能が低下することは明らかであるが、その償却が現行基準のように均等に償却し
ていくのかの根拠はない。
(2) 二つの会計観
減価償却の目的や有用性に触れる以上、収益費用中心観と資産負債中心観という二つの
会計観に言及する必要があるように思われるので、ここで言及する。それはなぜかという
と、減価償却が会計情報に与える有用性を論じるには、利益情報における考え方の理解を
前提にする必要があるように思えたからである。またこの二つの会計観の違いは、資産項
25 もっとも、IFRS でも再評価によるのれんの戻入は認められていない。
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目における考え方の違いとも結びついており、この研究の主題であるのれんの償却・非償
却の結論を述べる上で、前提になりうると考えるためである。
梅原[2000]によると、収益費用中心観とは、１期間における期間損益を「取引額（収支
計算）を基礎とした収益と費用との対応計算」と捉える考え方である。すなわち、過去（期
中の）のフローである取引額ないし取得原価(支出額)を当期の期間収益と対応させ、その
残額を将来のフローである次期以降の期間収益と対応させるプロセスが必要となる考え方
である。
収益費用中心観では、合理的な期間配分手続により、決算時の資産・負債よりも期間収
益・費用が優先的に決定される。資産・負債は損益計算の結果に従属し、あくまで、決算
時の経済的資源との一致を要請されないのである。貸借対照表における資産が、この経済
的資源との一致を要請されるか否かが重要になってくる。
梅原[2000]によると、資産負債中心観は、期間損益を「一定期間における企業の富(経済
的資源)の変動額」と捉えている考え方である。この考え方では、一定時点である期首や期
末の経済的資源の把握が重要で、資産とは、「将来の経済的便益をもたらす経済的資源」
である。減価償却費のような費用概念は「将来の経済的便益の減少」とされているように、
資産概念に従属して定義されているのが大きな特徴である。
資産負債中心観は、会計上の資産を経済的資源に限定し、収益費用中心観の中心概念で
ある対応から生じる繰延費用を資産の定義から排除する26。この経済的資源27に要求され
るのはストック価値の実在性である。つまり、ストック価値の実在性さえあれば、経済的
資源の定義を満たし、資産に計上されることを意味する。言ってしまえば、目に見える有
形資産のみならず、識別不能な無形資源や企業が経済的に支配するものも資産として扱わ
れることを意味しよう。この経済的に支配するもののなかに、先ほど論じた自己創設のれ
んの計上の余地が生まれる可能性は確かにあると言えるかもしれない。
特に日本基準で、のれんを償却する会計処理が採用されているのは、資産負債中心観が
持つ上記のような性質に起因すると思われる。極端なことを言えば、資産負債中心観の下、
経済的資源という性質のみで資産を判断するという前提に立てば、買入のれんと自己創設
のれんの区分は意味をなさないのである。
26 繰延費用が排除されるのは価値評価手続によりストック価値の実在性が保証されず、会計数
値の歪曲性をもたらすからとされている。(FASB、par,98)
27 梅原[2000]によると、経済的資源を操作可能なものとするために、分離可能性や交換可能性
を資産の定義に加える論者も多い。
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(3) 有形固定資産の減価償却
「米国公認会計士協会 American Institute of Certified Public Accountant (以
下 AICPA), p.25」では減価償却を以下のように定義している。「減価償却会計は、有形固
定資産の原価または他の基礎価額から残存価額を控除した額を、当該固定資産（または資
産グループのこともある）の見積耐用年数にわたって規則的かつ合理的な方法により配分
することを目的とする会計方法である。それは配分の過程であり、評価の過程ではない。
年度減価償却費額は、そのような方法のもとにおいて当該年度に割り当てられる総費用の
一部である。」
この文で特徴的なのは、原価配分を重視しているということであろう。この方法により
貸借対照表に計上される資産の残高は、使用価値や市場価格のような経済的資源のストッ
ク価値とは大きく異なる。
代表的な有形資産と言えば、建物や車両が挙げられる。これらの資産は、取得した際に
支払った価格でオンバランスされ、それが減価償却で一定の年度で減少していくというの
が通常の会計処理である。建物も車両も、利用することで、年々、価値が減ると考えられ
ているからであると考える。企業活動において、建物の使用は企業の業績を生む源泉とな
るし、工場作業や営業活動で車両を使うことも企業の業績に貢献する。これらを使用する
ことと利益の対応関係が明確になっている点が大きな特徴といえる。
日本基準だけでなく、米国基準や IFRS においても、一定の年度内で均等に減価償却す
る考え方は支持されている。これは前述のような対応関係、そして、資産が毎年減価する
という前提のもとで、期間配分させることで、その期の期間損益の算定に資することが支
持の理由であると考える。つまり、物理的にせよ、機能的にせよ、減価するという推定が
成り立つゆえに、このような定額償却する処理が支持され、現実に行われていると思われ
る。
第２項 無形固定資産
次に、有形資産ではなく、のれんと同じ識別不能な無形固定資産の処理とのれんについ
て比較してみたい。無形固定資産としてよく挙げられるのは、研究開発費や商標権、借地
権などの契約や権利関係に見られる資産である。しかし、日本基準では無形資産について
の包括的な基準は存在せず。研究開発費に関する会計基準しか明示的なものはないため、
例にとりたい。
まず研究開発費の会計処理であるが、日本の「研究開発費等会計基準 三」では、「研
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究開発費は、すべて発生時に費用として処理しなければならない。」とされている。その
根拠として、「研究開発費に関する論点の整理」では、以下の二点を挙げている。
1 つは、「研究開発費は、発生時には将来の収益を獲得できるか否かが不明であり、ま
た研究開発計画が進行し、将来の収益獲得期待が高まったとしても、依然としてその獲得
が確実であるとはいえない。そのため、研究開発費を資産として貸借対照表に計上するこ
とは適当ではない。」つまり、実現蓋然性を要件としている。
2 つめは、「仮に、一定の要件を充たすものについて資産計上を強制する処理を採用す
る場合には、資産計上の要件を定める必要がある。しかし、実務上客観的に判断可能な要
件を規定することは困難であり、抽象的な要件のもとで資産計上を求めることとした場合、
企業間の比較可能性が損なわれるおそれがある。」としている。安易に資産計上すること
に対する信頼性や比較可能性の欠如を問題としている。
このように研究開発費の計上について日本基準は資産計上を認めていない。この理由に
は、収益費用対応、そして期間損益の算定が困難であることも考えられる。つまり研究開
発費を資産計上しても、それの使用により、獲得できる収益との対応が不明瞭であること、
あるいは収益獲得期待の高まりはあっても、それが実現したとはいえないという点である。
適切な期間損益を算定するうえで、これらの要件は不可欠である。開発費の費用計上しか
認められていないのは、適切な期間損益の算定が困難であるという点が考えられる。
しかし、その一方で、研究開発費に該当しないソフトウェアなどは一部が資産処理され
ている。「研究開発費に係る会計基準の設定に関する意見書」では、「研究開発費に該当
しないソフトウェア製作費に関しては、制作目的別に、販売目的のソフトウェアと自社利
用のソフトウェアとに区分する。このうち、自社利用のソフトウェアに関しては、将来収
益獲得又は費用削減が確実であるものについては、将来の収益との対応等との観点から、
その取得に要した費用を資産として計上し、その利用期間にわたり償却を行う。」とされ
ている。これは、ソフトウェアを用いて、外部に業務処理のサービスを提供する契約が締
結されている場合や完成品を購入した場合が考えられる。自社利用のソフトウェアで、か
つ用途が特定されている場合は、自社ソフトウェアの利用による回収という性質を持って
いると考えることも出来よう。この処理からも、減価償却するためには、利用することで
減価することに一定の合理性が必要であると考えることができる。
次に IFRS の無形資産の処理について触れておきたい。IAS38 では、自己創設無形資産
を研究局面と開発局面から発生したものに大別し、研究に関しては費用処理、開発から生
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じたものは、6 つの要件28が立証させる場合のみ、資産計上を認めている。この 6 つの要
件には主に、将来の収益を生む要素や回収可能性といった資産性の要件が多くみられる。
このように、日本基準と IFRS の研究開発費について、認識要件が大きく異なる。したが
って、日本基準と IFRS では財務諸表にオンバランスされる無形資産に大きな違いが生じ
る可能性も残されている。
しかし、資産計上した後の償却については、双方の基準とも共通している。無形資産を
償却する理由については特に言及されてはいないが、資産計上した後に行われる償却を経
て、収益との対応関係を生じさせ、期間損益を求めるというプロセスは有形資産と共通29し
ている。
無形資産、特に研究開発費について、減価の要素を把握するのは極めて難しい。まず無
形資産である以上、物質的減価は見られない。そして機能的減価にしても把握は非常に困
難である。このような減価の把握が難しい性質である以上、日本基準も IFRS の無形資産
の償却処理そのものについては、対象資産の物理的減価や機能的減価という要件よりも、
収益費用の対応が重要な要件となっていると考える。
収益獲得や費用削減の確実性をどう把握するかなどの問題はあるものの、収益との対応
関係の成立が資産計上の重要な論拠として考えられているのは有形資産の処理と共通であ
る。したがって有形資産、無形資産問わず、減価償却の処理目的は、対象物の減価よりも、
期間損益の把握という点で一致しているのである。
これまで研究開発費を例にした。研究開発費の定額償却について、識別不能で物質的、
機能的減価を反映させるよりも期間損益の算定が重要なことを上で論じた。そしてそれは
有形資産の減価償却の目的とも共通していることも論じた。また借地権や特許権などは使
用することで、その効果が失効する以上、機能的減価は把握できるが、これも減価の実態
を反映するというよりは、期間損益の把握の目的が重要になると考える。
第３項 土地
これまで、有形資産と無形資産の減価償却について論じた。のれんの償却・非償却を考
えるにあたり、ここでは、同じ有形資産でありながら、減価償却を行わない土地について
28 ①技術的に実現可能である。 ②無形資産を完成させ、使用または販売する意図がある。 ③
無形資産を使用し、販売する力がある。 ④将来の経済的便益をもたらす可能性が高い。 ⑤
無形資産を完成させ、使用または販売するための適切な技術的資源・財務的資源などの資源が
入手できる。 ⑥無形資産に帰属する支出を信頼性をもって測定できる。が要件である。
29 IAS38 号 BC89 では、耐用年数を確定できない無形資産は償却しないと書かれている。
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も着目したい。
土地とは、貸借対照表に計上される資産でありながら、減価償却はされていない。これ
は日本基準も他国の会計基準も同様である。その論拠として、土地はいくら使おうが減耗
しない永久性を持っているためであると考えられる。有形資産の例として挙げた建物や車
両は、外部環境に変化がなくとも、利用すれば価値は減価していく。新品と中古品であれ
ば、当然年数の経過とともに、なんらかの価値が減っていくと考えられる。
しかし、それに対して土地はどうであろうか。確かに何らかの事象によって土地の価格
が暴落するという事象は想定できるが、建物や車両と決定的に異なる点として、価値が年々
減価するとは限らないことが挙げられる。たとえば、土地の上に存在する建物を解体して
も、土地自体は他の用途にも転用可能であり、土地の価値自体は下落していない。
この論拠はどこの国の会計基準においても、土地を減価償却しない点からも一定の支持
を得られているといえよう。土地が持つ永久性、そして何らかの経済変動が生じないうち
は、価値は年度を経ても、ほとんど変化しないという性質、つまり減価しないと判断され
ているゆえに減価償却されていないのではなかろうか。
IAS 第 16 号「有形固定資産」には、以下のような記述が存在する。
「土地と建物は、たとえ、一緒に取得したときでも、分類可能な資産であり、別々に会
計処理する。採石場や埋立現場のような例外もあるが、土地は耐用年数が無限であり、そ
れゆえ、減価償却は行われない。」(BC58)
あるいは、減価償却方法についてはこのようなことも論じられている。
「使用される減価償却方法は、資産の将来の経済的便益が企業によって消費されると予
測されるパターンを反映するものでなければならない。」(BC59)
このように、経済的便益の消費の仕方、つまり企業が、どのようにこの資産を用いて経
済的便益を獲得するのかを反映して減価償却を行うことを求めている。この経済的便益の
獲得の仕方として、どのようにこの資産を使用するか、つまり使用するうえで資産がどの
ような性質を持っているのかという観点で減価償却すべきか否かという視点が重要になる
と思われる。
その理屈で考えれば、減価償却の最大の目的は期間配分であることに変わりはないが、
対象となる資産について、年度の経過と共に減価するものであるという前提が成り立たね
ば、減価償却するという会計処理を適用する理由にはならないと考える。
第４項 償却処理の有用性とのれんについて
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これまで有形資産、無形資産および土地の減価償却について論じた。結論付けると、わ
ざわざ、規則的に償却するのは期間損益の算定のためである。各期の損益を求め、利益か
ら投資家は毎期、自分の見積もりを改訂し、意思決定を行う。よってこの利益を求めるに
は、減価償却のような費用配分を行うことが不可欠である。
この減価償却とのれん会計との関連性は、高瀬(1930)が以下のように指摘している。「ま
た減価償却の目的からいえば、これを単に固定資産買入代金の各年度の費用への割当てを
目的とするものであると解釈するか、あるいは固定資産の評価を目的とするものであると
解釈するかによって、暖簾の減価償却問題に関する結論も自然異なるものである。…取得
価格を適当の期間における費用に割当てる目的をもってその手段として年々償却を行うと
いうことは、減価償却の目的を前者の如く解釈すれば、極めて正当の償却法である…もし
も減価償却の目的が固定資産の時価決定にあるとすれば、暖簾の償却も再評価主義によっ
て実行されることが、最も合理的なるものということができる。」
このように資産負債中心感を前提とすれば、決算ごとに価値評価を行うべきであるし、
収益費用中心観のように期間配分を経たうえでの損益計算を重視するのであるなら、のれ
んの償却を期間で均等償却するべきである。しかし、こののれんをそもそも、上記のよう
な有形資産と同じ性質を持つ資産項目として扱うべきかは疑問の余地がある。
投資家の意思決定に有用であると支持されている利益が純利益であることは、既に論じ
た。減価償却は、この純利益の基である期間損益を求めるために必要である。期間損益を
求めるには、期間ごとの収益と費用との対応関係の構築が不可決である。そこで有形資産
の減価償却については、使用することで何らかの減価が生じる資産の性質を、毎期均等に
減価すると想定し、期間損益の算定に貢献させたというのが、減価償却の本来の姿である
と考える。
そう考えると、何度も言及するように、現行の有形資産や無形資産の減価償却の処理の
有用性は減耗の事象を反映させるというよりも、期間利益の算定のためであると思われる。
そしてその算定が、純利益の一要素となり、投資家の意思決定に役立つ、減価償却は連続
意見書三の目的にも書かれている通り、期間損益の算定のために用いられる手法であり、
わざわざ償却するメリットは、意思決定に有用な純利益の算定であるということがいえよ
う。資産の減価償却費の期間配分が純利益に貢献し、有用であるとするならば、当然のれ
んも償却するべきと言えなくもない。確かに減価償却の有用性から考えれば、そうである。
しかし、ここで私は減価について改めて言及し、そのうえでのれんの償却について論じ
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たい。有形資産や無形資産の減価償却について、期間配分が最大の目的であるということ
は論じたが、そもそも期間配分できる理屈として、何らかの形で資産の価値が減少してい
るという実態がなければ成り立たないのではなかろうか。
例えば、有形資産のうち、建物であれば、建物を使用することで壁やフロアなどが古く
なっていくし、車両であれば、ブレーキの効き具合、ハンドル操作の効き具合、タイヤの
摩耗など、物質的減価や機能的減価が明確にみられる。むろん、それは均等に減価してい
くかは不明だが使うことで価値が減っているという事実がある以上、減価を規則的に配分
すると仮定して処理という理屈が成り立つと思われる。
無形資産については識別不能な資産である以上、物質的な減価の把握は非常に難しい。
しかし機能的減価という面では、どうだろうか。特に賃借権、特許権など権利については
使えば、失効する、あるいは権利としての価値が減少するという機能的減価の要素が成り
立つ。
自社利用のソフトウェアにしても、使うことでその価値は次第に減っていくと考える。
なぜなら、ソフトウェアは開発が進むにつれ、革新が革新を生むといったようにまた新し
いソフトウェアが生まれると考えるからである。無形資産は有形資産と異なり、物質的な
減価は把握できないが、機能的減価の把握は可能であるように思われる。
反対に土地については、各会計基準が減価償却という処理を行っておらず、この背景と
して、土地が持つ性質として、そもそも減価しないという性質があること、そしてその性
質を考えれば、減価償却で処理するのは好ましくないということが支持されているからで
あると論じたのは前述のとおりである。
減価償却の最大の目的は他ならぬ期間配分にあることは何度も論じた。減価償却費が、
毎年本当に定額で減価するという実態よりも、投資家が求める利益情報の算定のために期
間配分しているというべきであろう。償却の有用性は、期間配分することから得られる利
益の有用性に置き換えることができる。
しかし、ここで重要なのは、資産が何らかの数値で年々、減価しているという有形資産
や無形資産の持つ性質、つまり物質的減価と機能的減価の双方、あるいはどちらかが成り
立たねば、期間配分して減価償却することの有用性も生まれないのではなかろうか。この
前提を基にのれんの償却・非償却について次章で考察してみたい。
第4節 まとめ
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本章では、のれん項目だけでなく、財務報告の目的や利益の有用性について触れた。財
務報告の目的や利益について改めて整理したうえで、そこからのれんの償却や非償却を論
じる必要があると考えたからである。
まず第 1 節では、各概念フレームワークから財務報告の目的について触れた。どの概念
フレームワークにおいても取り上げられていたのは、財務報告の目的は投資家の意思決定
に役立つことであった。
続いて、財務情報の持つ質的特性を分析することで、財務情報が持つ性質について分析
した。意思決定関連性や信頼性、あるいは内的整合性の分析がそれであった。そこから、
投資家の意思決定のプロセスについて分析していった。すなわち、その情報の基となる利
益の算定において、現金主義と発生主義との違いに触れ、発生主義から得られた期間損益
が、この将来キャッシュフローを予測する上で重要であることであった。さらに、利益情
報を基にして、投資家が、将来キャッシュフローを予測し、そのうえで投資していくとい
う流れを論じた
期間損益の算定から、利益の有用性について論じたのが、第 2 節である。純利益と包括
利益という 2 つの利益概念が存在するが、それについて斎藤[2010]や秋葉[2011]を参照し
ながら、分析した。結果的には、会計上の利益について有用であるのは純利益であるとい
う結論となった。理由としては、純利益のほうが意思決定に役立つという実証研究が多く
実在すること、あるいは、収益と費用が期間対応して算定された純利益に比べ、市場の評
価による変動、事前の期待に見合わない利得を反映させた包括利益は、企業が持つ将来キ
ャッシュフローや収益力の予測という点で劣ることなどが挙げられる。
その純利益の構成要素として、のれんの償却について、他の資産項目の減価償却処理と
比較したのが第 3 節であった。減価償却については、梅原[2000]を中心に触れた。具体的
には減価償却の定義や 2 つの会計観を参考に、資産の減価や償却の根拠、収益費用の対応
関係について触れた。そのうえで、他の有形資産や無形資産、土地の処理との比較から、
償却の有用性について言及した。
結論づけると、減価償却の有用性は、投資家の意思決定に有用となる期間損益の算定の
ためであることである。収益と費用の期間対応を実現させ、投資家に利益情報を提供する
こと、これが減価償却の有用性であった。しかし、その前提として、有形資産、無形資産
を例にして、物理的減価や機能的減価という観点から、何らかの形で減価するという前提
があるからこそ、均等に償却し、その期の収益と対応できることも可能である。したがっ
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て、のれんを償却させるのであるならば、この何らかの形で減価するという事象がなけれ
ば、成立しない。しかし物理的減価にせよ、機能的減価にせよ、のれんにこういった事象
がみられるかどうかというのが論点であった。
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第４章 のれんのあるべき会計処理について
前章では、減価償却の意義や有用性について、他の有形資産や無形資産、土地の会計処
理から論じた。本章では、ここまで書いてきた内容を踏まえて、のれんの償却と非償却に
ついての私なりの結論を論ずることにしたい。
のれんは、現行の基準で、貸借対照表に有形資産や無形資産と同じ、固定資産という項
目に計上されている。これらの資産は、一定の年度内で減価償却されている。したがって、
のれんが、同じ性質を持つ固定資産であると考えるなら、減価償却するほうが、他の固定
資産との整合性の観点からも、そして減価償却の目的である期間配分の観点からも有用で
あると思う。
しかし、私はのれんが、有形資産や無形資産と同じように、償却するべきであるとは思
わない。そう考える理由としては、いくつかの論点が挙げられる。
第１項 のれんの性質
まず、のれんの持つ性質から検討しよう。
のれんは確かに資産ではあるものの、これを有形資産同様に期間配分して費用計上する
という整合性が成り立つかは疑わしい。それは第 2 章ののれんの歴史的変遷でも触れたよ
うに、のれんは様々な性質が存在し、のれんをどのようなものとして考えるかで大きく異
なる。のれんを会社を買収し、その会社が持つ競争優位性を生かして経営する、つまり利
用して生まれるシナジーだととらえるのであれば、のれんを償却し、費用計上して収益と
対応関係を生み出せるといったように、確かに償却するというのは一定の合理性がある。
しかし、のれんに含有されるブランド価値などは、これにはあてはまらないように思え
る。ブランド価値というのは利用して減少するものではないし、むしろ収益と費用の対応
という類の会計処理で反映できるものではない。前章で、減価償却の最大の目的は期間配
分にあるということを論じた。のれんという項目は、通常の企業価値や事業価値に買収に
よるシナジー効果の期待分を加味したうえで決定される対価とその企業や事業の識別可能
な資産、負債との差額から生じる項目である。
このように、のれんには他の有形資産のように、ただ利用することで投下資本を回収す
る、あるいは利用に伴い減価するという類のものだけでなく、ブランドや評判など、必ず
しも利用することで、投下資本を回収したり、利用に応じて減価するのとは異なる性質を
持つ資産でもあるということは無視できない。こういった資産は収益と費用の対応関係が
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不明確であり、どうやって回収しているのか、あるいは使うことで減価するのかもよくわ
からない性質を持っている。このように、のれんの性質を特定することは容易ではない。
したがって減価償却の方法についても、用途や減価の事実がある程度、想定できる有形資
産や一部の無形資産同様にわざわざ、のれんを均等に償却する会計処理を行うのは必ずし
も適当ではない30と考える。これが 1 つ目の理由である。
第２項 利益の有用性
2 つ目の理由として、利益の有用性が挙げられる。具体的に言うと、のれんにおける償
却が、有形資産や無形資産の減価償却に見られるような利益への有用性を満たしていると
は必ずしもいえないと考えることである。第 3 章で、財務報告の目的や利益の有用性、そ
して投資家の意思決定のプロセスを見たうえで、減価償却について言及したのは、減価償
却が投資家の意思決定の材料に必要とされる期間損益、すなわち純利益の算定に貢献する
ことを論じた。
建物や車両、あるいは無形資産において、減価償却を行うのは、こういった資産が、利
用によって本当に毎期、減価しているから償却していくかではなく、期間配分していると
擬制したうえで、期間損益、ひいては純利益の算定につながるためであった。しかし、そ
の前提として、こういった資産は、利用することで年々価値が減少する、あるいは用途や
消費パターンを考慮して、減価するという事実に一定の合理的根拠が存在するゆえに減価
償却の対象になりうると論じた。
しかし、第 2 章や本章の第 1 項で論じてきたように、のれんには用途や消費パターンに
ついて特定できないほど、様々な性質が混在し、耐用年数や耐用パターンも不明である。
さらにいえば、のれん全体が減価するという合理的な根拠も存在しない。このような資産
に対し、無理やり耐用年数や耐用パターンをあてはめて、減価償却をして得られた費用が、
有用な利益の算定につながるとは必ずしもいえないと考える。
もっとも、のれん全体が減価しないという合理的な根拠がないのも、紛れもない事実で
ある。のれんが減価しないことをもって、のれんの償却を否定するのは暴論であろう。今
後研究が進み、のれんを構成する要素の分離把握が可能になれば、どちらに根拠があるか
は明らかになるかもしれない。しかし、現状ではこれを特定できるのは不可能に近い。
30 もし、仮にのれんを区分して、のれん内部における償却する割合と償却しない割合の把握が
可能であれば、償却する、しないのより合理的根拠が生まれるかもしれないが、その分離は極
めて難しい。
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こののれんを減価償却する根拠の背景として、第 2 章の残余的のれん観でみたように、
20 世紀後半以降、のれんの性質よりも、のれんをどう会計処理するかに重点が置かれたこ
とがあるように思われる。有形資産や無形資産を減価償却することで得られる利益の有用
性には一定の合理性がある。しかし、のれんの場合、のれんを償却する根拠として、のれ
んの減価を適用するのは、のれんの性質から、必ずしも適当ではないと思われる。減価す
るかも定かでないのれんを償却することで得られる利益の有用性についての合理性は、有
形資産や無形資産に比べると乏しい。よって、のれんの償却がのれんの非償却よりも合理
性があるという論理にはならないと考える。
第３項 自己創設のれんの計上との関係
最後の理由として、償却しないことが自己創設のれんの計上にそれほどのインパクトを
与えるとは思わないことが挙げられる。償却しないことの問題点として挙がるのが、自己
創設のれんが計上される可能性が存在することである。
第 2 章で言及したように、自己創設のれんとは、経営者による未実現の期待の要素とい
う性質を持つ資産である。財務諸表における数値には、このような経営者の期待の要素を
排除している。企業結合におけるのれんも償却しないことで、この要素が含まれると言わ
れることがある。
しかし、この主張は、企業結合時に当初認識したのれんの価額の範囲内での上下にすぎ
ない事象を自己創設のれんの計上と捉えていると考えられる。つまり、もともとのれんの
簿価以下の金額で、自己創設のれんが計上される余地が存在しているにすぎず、のれんの
評価益は計上されない以上、これを自己創設のれんといえるかは疑問である。当初認識し
たのれんの価額が評価替えにより、上昇すること、つまりのれんの戻入を現行ではどこの
基準も認めていない31。
当初の認識を超えるのれんの価値が生じるのであれば、これは確かに自己創設のれんと
いえるが、簡単にいえば、原価でのれんを認識したまま、毎年の減損テストを経た後に、
収益性が低下した場合は、その最初に配分された価格の範囲内で、処理するにすぎないの
である。
よって、償却しないことが自己創設のれん計上に該当するとしても、それが投資家の意
思決定に大きな影響を与えるとは想像しにくい。仮に、のれんを償却した財務情報が必要
であるなら、それは財務報告の目的から照らしても、財務情報に表示されたのれんの価格
31第 1 章を参照のこと。
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から、投資家が自ら推定して行うべきであろう。そのためには、企業側が、開示する有価
証券報告書や経営計画において、例えば、企業側が想定している耐用年数など投資家が判
断できる材料をより開示する努力が求められる。
第４項 結論
のれんを償却することにより、投資家の意思決定に有用な期間損益、純利益が得られる
ことは確かに合理性がある。他の固定資産の会計処理との整合性を考慮すれば、その処理
を行うことで得られる有用性もあるかもしれない。しかし、これまで論じたように、のれ
んの性質を考慮すると、有形資産や無形資産と整合的な会計処理を適用しようにも、減価
償却の前提となる減価についての根拠や耐用年数や耐用パターンの不明という点で前提条
件を満たしていない。
仮にのれんの一部にそのような減価している要素が存在することは否定しないが、それ
をもって、減価しない要素も見られるのれん全体に適用させる合理的根拠としては減価償
却がもたらす有用性が挙げられよう。しかし、その有用性を充たすための減価償却の前提
条件を満たさぬまま、のれんの減価償却を行ったところで、減価償却が果たす利益の有用
性は生まれないというのが、本論文で明らかにしたことであった。
最後に、自己創設のれんについては、買収の際に支払った対価の範囲内での変動、およ
びのれんの戻入が認められない以上、のれんの価額の変動は、その対価の範囲内でしか生
じない。実際に支払った金額及び、それより低い価額での変動がのれんに生じるだけであ
るのだから、のれんを償却しないことで計上される自己創設のれんが、投資家に大きな影
響を与えるとは想像しにくい。
以上、のれんの性質、利益の有用性の 2 つの理由から、そして自己創設のれんの計上と
の関係についても、のれんは均等償却をするべきという論拠に賛同しかねる。むしろ、多
種多様で用途や耐用年数の特定が難しいのれんの性質を考慮する会計処理という意味にお
いて、のれんは償却せずに毎年の減損テストを行い、収益性が低下したときに評価減を行
う会計処理にも一定の論拠があると結論付ける。
第５項 総括と今後の課題
本論文では、買入のれんの償却と非償却について論じてきた。第 1 章では、日本基準、
米国基準、IFRS ののれんの現行の会計処理の違いから、のれんの会計処理に各国間で違
いが存在することを明らかにした。第 2 章では、のれんの歴史的変遷からのれんには様々
な性質があること、そしてのれんの当初認識や事後測定から、のれんの会計処理の違いと
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なる論拠や自己創設のれんとの関係についても検討した。
第 3 章の前半では、財務報告の目的や投資家の意思決定のプロセスから、意思決定にお
いて、利益が重要であることを明らかにし、そこから利益の有用性を検討した。経済的所
得概念から純利益と包括利益の違いに言及した結果、意思決定に有用な利益として、収益
費用が対応し、実現という要素を重視した純利益が、投資家の意思決定に有用であると結
論付けた。
第 3 章の後半では、本論文の主題と関連して、その純利益を生む 1 つの会計処理として、
減価償却を取り上げた。すなわち、減価償却の目的が期間配分であることを明らかにし、
そのうえで、有形資産、無形資産、土地の会計処理から、減価償却の会計処理を行う前提
条件として、その減価償却の対象資産が、利用されることで、減価することに合理性が必
要であると考えた。ゆえに建物や車両などの有形資産やソフトウェア、権利などの無形資
産は利用に伴い、価値が減ずる、あるいは失効するという意味で減価するが、土地につい
ては、減価することに合理的根拠がない。したがって、有形資産、無形資産と土地の会計
処理に違いが生まれると結論付けた。
最終章では、これまで書いてきた内容を踏まえて、のれんの会計処理についての私なり
の見解を述べた。すなわち、第 1 の理由として、のれんには、第 2 章で触れたように、さ
まざまな性質が混在し、有形資産や無形資産と異なり、利用に伴い減価することに合理性
に欠けることがある。2 つ目の理由として、第一の理由から、減価償却の前提を満たして
いない資産に対し、減価償却の概念をあてはめること、そしてそこから生じる収益費用の
対応や純利益の有用性に疑問があることである。最後の理由として、のれんを償却するか
しないかという段階において、論拠の 1 つである自己創設のれんの混入は、問題とならな
いことである。これは、主に、企業結合において、のれん全体の価格が決定される買収価
格において、自己創設のれんが入る危険があるのであって、事後処理である償却において
は、意味をなさないと考えたためである。仮に償却した財務情報が必要であるなら、それ
は投資家が、企業の財務情報から自ら、計算して行えば事足りると考えられるからである。
最後に、今後の課題について述べたい。それは、包括利益の有用性の検証である。本論
文において、純利益と包括利益について検討した。その結果、収益と費用が対応した損益
から生まれる純利益が有用との結論をした。そしてそこから減価償却の処理が純利益にお
いて有用であることも明らかにした。のれんの償却が支持されたのも、それがあるためで
ある。
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しかし、利益の有用性において、包括利益に、投資家の意思決定における何らかの有用
性が存在するとしたら、こののれんを償却する意義は、薄れることになろう。現在、会計
学では、純利益に比べ、支持する論拠に乏しい包括利益の概念から、利益の有用性との関
係を検討する必要があると思われる。なぜなら、現行では純利益が最も支持されているが、
これは、包括利益の研究が、十分になされていないとも言えると考えるためである。包括
利益に、一定の有用性が見られれば、財務情報の質的情報や会計処理も大きく変わり、の
れんの会計処理についても、進展が見られると考えるからである。
本論文の主題であるのれんの償却・非償却についても、のれんを償却する意義は、のれ
んを償却して、のれんを用いて得られる収益とのれんの償却費用の対応、そしてその差額
から得られる利益が、財務諸表の純利益を構成し、そして純利益の有用性に貢献するとい
うものであった。しかし、純利益ではなく、包括利益にも有用性が見いだせたならば、わ
ざわざ、減価しているかも不明なのれんを償却する意義は薄れてしまうと考える。
包括利益の有用性とは何かということを考えると、非常に難しい問いであるが、当期純
利益とは別に、貸借対照表における企業価値の算定や時価を含めた安全性という面で、投
資家の意思決定を補完する有用性が、包括利益には存在すると思われる。特に、のれんの
ように多様な性質、利用目的の特定が困難な資産は償却して求める現行の会計処理にも一
理あるが、償却することで得られる有用性という観点では、他の有形資産や無形資産と比
較すると、既に論じたようにやや分が悪いと考える。そこで、純利益に代わる有用性の分
析として、包括利益が重要になると考える。
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